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論文執筆ワークショップ 
 

１．プログラム 
司会：冨澤眞樹       

（１）辻秀一：論文執筆に関する基本事項（資料１，9）  

 10:00-10:25 

（２）金田重郎：IS特集号の総括（資料２～６）   

 10:25-11:00 

（３）中森眞理雄：教育特集号の総括（資料7）   

 11:00-11:30 

（４）神沼靖子：論文作成の課題、そして質疑応答（資料8） 

 11:30-12:00 

休憩 

（５）講師全員：論文作成の課題、そして査読とは（資料10～11）

 15:30-16:30 

（６）質疑応答      

 16:30-17:30 

 

 

２．配布資料 
資料[1]「情報処理学会論文誌」原稿執筆案内 

資料[2] 神沼靖子：ジャーナルIS 特集号の総括と次への期待，2005-IS-91-10 

資料[3] 金田重郎：論文誌「新たな適用領域を切り開く情報システム」特集号の総

括，2006-IS-95-8 

資料[4] 永田守男：情報システム論文の書き方と査読基準の提案，2001-IS-77-4 

資料[5] 辻秀一：論文誌「情報社会の基礎を築く情報システム」特集号の総括，

2007-IS-99-9 

資料[6] 神沼靖子：情報システム論文の特質と評価，情報処理学会論文誌，Vol.48，

No.3，pp．970-975 

資料[7] 中森眞理雄：教育特集号の総括 

資料[8] 論文作成における課題 

資料[9] IIS・CE論文のキーワード 

資料[10] 課題その１ 

資料[11] 課題その２ 

 
 



-1- 

「情報処理学会論文誌（ジャーナル）」「IPSJ Digital Courier」原稿執筆案内 

2002 年 9 月改訂 

2004 年 4 月改訂 

2005 年 5 月改訂 

2006 年 4 月改訂 

   

2.1．発行の目的 

 情報処理学会論文誌と IPSJ Digital Courier

（オンライン英文誌）は会員の研究成果の発表お

よびこれに関連する討論の場を提供するために発

行される。 

 

2.2．掲載記事 

（1）掲載記事は会員が自発的に執筆し投稿するも

ので、論文、テクニカルノートおよび誌上討論の3

種類がある。 

・論文 

 学術、技術上の研究あるいは開発成果の記述で

あり、新規性、有用性などの点から、会員にとっ

て価値のあるもの。 

・テクニカルノート 

 新しい研究開発成果の速報または技術上の新し

い提案。 

・誌上討論 

 掲載された論文またはテクニカルノートに対す

る質問および回答。 

（2）学術雑誌に投稿中または採択された論文と内

容が同一の投稿原稿は採録しない。採録後に二重

投稿の事実が判明した場合は、採録取消もあり得

る。ただし、本論文誌に採択されたテクニカル

ノートをもとに発展、充実させたものはその限り

ではない。 

（3）投稿者は原則として本学会会員に限る。寄稿

者が連名の場合は、少なくとも 1 名は本学会会員

でなければならない。 

（4）掲載記事の内容についての最終責任は著者が

負うものとする。 

 

2.3．投稿手続 

（1）投稿原稿は日本語あるいは英語で、表-1 に

示す刷上標準ページ数に収まるように記述するこ

とが望ましい。 

（2）投稿原稿の形式は、2.8 記載の「論文投稿形

式」に従わなければならない。ただし，誌上討論

に関しては形式は自由とする。 

（3）特に著者から申し出がない場合は、英文論

文（英文テクニカルノート含む）は、

IPSJ Digital Courier から電子刊行されるととも

に、紙媒体である論文誌にも掲載される。著者の

意志により IPSJ Digital Courier からの電子刊

行のみ 

(IPSJ Digital Courier Digital Publishing 

 Only。 以下「DC-DPO」と呼ぶ) 

を選択することができる。 

DC-DPO を選択する著者は、論文投稿時にあらかじ

め申し出なければならない。なお、DC-DPO は

表-1 論文誌の投稿記事種目 

種 目 内      容 
刷上標準
ページ数 

ワープロによる 
和文記事原稿枚数 

英文記事語数 

（1）論文 学術，技術上の研究あるいは開発成果の記述
であり，新規性，有用性などの点から，会員
にとって価値のあるもの。 

8 24 6,000 

（ 2 ）テクニカル
ノート 

新しい研究開発成果の速報または技術上の新
しい提案。 

4 12 3,000 

（3）誌上討論 掲載された論文またはテクニカルノートに対
する質問および回答。 

1 3 750 

 
原稿枚数，語数はタイトルや図表などすべてを含めた数値 
ワープロの場合の原稿用紙（24×26 行＝624 字） 
英文記事は刷上 1 ページあたり約 750 語 

資料：1
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2006 年 6 月 1 日以降の投稿論文に限る。 

（4）投稿原稿に対し学会は、受付日と受付番号を

付した原稿受領書を発行する。投稿原稿の問合せ

などは、以後、この受付番号で行うものとする。 

（5）原稿の送付先および問合せ先は下記の学会事

務局とする。 

 〒101-0062 東京都千代田区神田駿河台 1-5 

              化学会館 4F 

 （社）情報処理学会 論文誌担当 

  電子メール editt＠ipsj.or.jp 

  Tel (03)3518-8372 Fax (03)3518-8375 

 

2.4．投稿原稿の取扱い 

（1）論文とテクニカルノートは、査読委員による

ブラインド査読を行う。論文の場合、著者に照会

し回答を求めた上で、改めて審査を行い採否を決

定することがある。 

（2）採録が決定した論文、テクニカルノートは、

委員会開催月下旬に Web 上でその旨を発表する。

また、論文誌に掲載する際には、末尾に、原稿受

付日および採録決定日を付記する。英文論文はオ

ンライン版の所在も付記する。IPSJ Digital 

Courier に掲載する際には、末尾に、原稿受付日お

よび採録決定日、掲載日を付記する。 

（3）条件付採録の場合は、部分的に論旨が不明な

点、あるいは錯誤と思われる個所について、照会

を行う。照会は原則として 1 回とする。照会への

回答は書面で行う。採録の条件に関連して原稿に

手を加えることができる。この場合、変更個所と

変更理由を明示しなければならない。回答期限は

3 カ月以内で、これを経過した場合は、取り下げ

たものとみなす。 

（4）不採録と決定した原稿は、不採録理由を付し

て著者に返却する。 

（5）投稿論文およびテクニカルノートは、次の場

合に不採録とする。 

 a. 本学会で扱う分野と大きくかけ離れている。 

 b. 本質的な点で誤りがある。 

 c. 本質的な点が公知・既発表のものに含まれ

ており、新規性が不明確である。 

 d. 内容に信頼できる根拠が示されていない。 

 e. 本学会関連の学術や技術の発展のための有

効性が不明確である。 

 f. 書き方、議論の進め方などに不明確な点が

多く、内容の把握が困難である。 

 g. 条件付採録で示した条件が満たされていな

       表-2-1 論文誌論文用別刷価格表                  （単位：円） 

      ページ数 

部数 
1 2 3 4 5 6 7 8 9 

100 11,550 23,100 34,650 46,200 57,750 69,300 90,300 111,300 142,800 

200 12,600 24,150 35,700 47,250 59,325 70,875 91,875 112,875 144,375 

300 13,650 25,200 36,750 48,300 60,900 72,450 93,975 114,975 146,475 

400 14,700 26,250 37,800 49,350 62,475 74,025 96,075 117,075 148,575 

500 15,750 27,300 38,850 50,400 64,050 75,600 98,175 119,175 150,675 

なお，8ページを越えるときは，1ページにつき31,500円加算する。カラーの場合は1ページあたり通常の4ページ分と換算する。 

 

表-2-2 論文誌テクニカルノート用別刷価格表   （単位：円） 

      ページ数 

部数 
1 2 3 4 5 

100 11,550 23,100 34,650 46,200 77,700 

200 12,600 24,150 35,700 47,250 78,750 

300 13,650 25,200 36,750 48,300 79,800 

400 14,700 26,250 37,800 49,350 80,850 

500 15,750 27,300 38,850 50,400 81,900 

なお，4ページを越えるときは，1ページにつき31,500円加算する。カラーの場合は1ページあたり通常の4ページ分と換算する。 

 

表-2-3 DC-DPO掲載料              （単位：円） 

ページ数 

  
1～8 9 10 11 12 

価格 73,500 94,500 115,500 136,500 157,500 

なお，8ページを越えるときは，1ページにつき21,000円加算する。カラーでも料金は変わらない。 
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い。（投稿論文のみ適用） 

 h. その他編集委員会が不適当と判定したもの。 

（6）著者は投稿原稿を取り下げることができる。

この場合、書面で論文誌編集委員会に申し出なけ

ればならない。 

 

2.5．掲載決定通知，別刷等 

（1）投稿原稿の採録が決まると、採録決定通知を

投稿者に送付する。この時点で、電子入稿のため

の案内を同封するので、その指示に従い、最終原

稿を提出すること。 

（2）採録原稿の掲載号が決まると、掲載決定通知

を投稿者に送付する。 

（3）学会は誤植防止のために著者に校正刷りを送

る。校正の際の原稿および図面の変更は認めない。 

（4）著者から誤謬訂正の申し出があった場合、正

誤表を最近号に掲載する。事情により有料となる

ことがある。 

（5）論文誌に掲載された論文、テクニカルノート

の著者は、それらの別刷を 100 部以上買いとらな

ければならない。価格は表-2-1、2-2 による。著

者校正の際、同封の別刷申込書に必要事項を記入

の上、校正結果とともに返送しなければならない。

DC-DPO を選択した著者は、その掲載料を支払わな

ければならない。掲載料は表-2-3 による。 

（6）提出された原稿および媒体は返却しない。 

（7）掲載論文のタイトル、著者名および論文は、

学会ウェブサイト内 http://www.ipsj.or.jp に掲

載する。 

 

2.6 著 作 権 

 別に定める「情報処理学会著作権規程」に準ず

る。特別な事情によりこれに添えない場合は、投

稿時に必ず文書で申し出ること。 

（1）図・写真などを引用する場合は、その所有者

に必ず了解を得た上で、その出典を明記する。 

（2）商標もしくは登録商標を使用する場合は該当

個所にその旨を明記する。 

（ 3 ） 別 途 事 務 局 か ら 送 付 す る Copyright 

Transfer Form に署名し提出すること。 

 

2.7．個人情報の取り扱い 

 論文に掲載された氏名・電子メールアドレス・

略歴等は、以下でも公表される。不都合がある場

合は、原稿送付時に必ず申し出ること。 

 * 情報処理学会電子図書館、情報処理学会が発

行する CD-ROM 等のメディア、情報処理学会が許

諾した外部サイト 

 

2.8.論文投稿形式 

2.8.1 投稿原稿の構成 

 論文誌への投稿原稿は、次の i.~x.により構成

する（i.~x.でオリジナル原稿一式とする）。 

i．標 題：和英両文で書く。ただし、英文論文

の場合は、和文はなくてもよい。原稿の種別を

標題の左肩に明記すること。 

ii．著者名・所属：氏名、所属を和英両文で書く。

ただし、英文論文の場合は、和文はなくてもよ

い。共著の場合、著者と所属機関の対応を明示

すること。また、会員・非会員の別（会員の場

合は会員番号も）、著者連絡先（住所、電話番

号（内線）、E-mail 等。複数著者の場合は連絡

担当者に＊印を付すこと）、ワープロ等の場合

論文作成手段（機種およびソフト名）を用紙の

下部に明記すること（2.8.2 参照）。なお、原稿

を LaTeX で作成しドラフト用を出力した場合、

氏名および所属の英文は印字されないがそのま

ま提出してよい。 

iii．和文アブストラクト：600 字（テクニカル

ノートは 300 字）以内。英文論文ならびに英文

テクニカルノートの場合は不要。 

iv．英文アブストラクト：200 語（テクニカル

ノートは 100 語）以内。 

v．本 文： 

vi．謝 辞：必要ならば付けてもよいが、できる

だけ簡単なものとする。特定事項についての援

助への謝辞は本文中または脚注で記載した方が

よい。 

vii．参考文献：研究内容に関連して文献を引用

する場合、関連する本文中の個所の右肩に参考

文献番号を書き、末尾にその文献をまとめて記

述する（2.8.4 参照）。引用文献は、すでに刊行
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物に掲載されているか、あるいは掲載が確定し

ている文献に限る。 

viii．付 録：長い数式の誘導の過程や、実験装

置などの詳細な説明を本文に挿入すると論旨が

不明瞭になる場合、付録を設けてよい。 

ix．図（2.8.4 参照） 

x．表（2.8.4 参照） 

2.8.2 投稿原稿の様式 

 情報処理学会論文誌 LaTeX スタイルファイルに

は投稿用（draft）スタイルファイルと掲載用

（final）スタイルファイルがある。投稿には投稿

用スタイルファイル（以下、単にスタイルファイ

ルという）を用い、それに従って LaTeX で書式付

けされた原稿を基本とする。その他のワープロ等

で作成した原稿も受け付ける。 

i．LaTeX で作成する場合には、スタイルファイル

に付属した説明書に従って i.~x.を記述し、注

意事項を守ること。使用できるフォントや組み

込むことのできるポストスクリプトファイル

（図表等）の形式には制限がある。注意事項が

守られていない場合には処理ができずやむを得

ず返却することがある。 

 スタイルファイルの入手方法は学会ウェブサイ

ト内 http://www.ipsj.or.jp/08editt/journal/ 

 shippitsu/wabun.html で案内されている。イン

ターネットにアクセスすることができない場合

は学会に問い合わせること。 

ii．原稿をワープロ等で作成する場合は、A4 判の

用紙を使用し、片面打ちとする。字詰は次によ

る。 

 和文：24 字×26 行（A4 判の場合、上下左右各

45mm 程度の余白をとる） 

 英文：ダブルスペースで、1 ページあたり約 250

語。 

 大見出しは 2行どりとする。 

 i.,ii.,iii.-iv.,v.-vii-.viii-ix.-x.,vi はそ

れぞれ別用紙に、必ず用紙を改めて記述するこ

と。 

2.8.3 投稿原稿の提出方法 

（1）新原稿を投稿する際は、次の（A）～（D）の

紙出力と（E）の電子メールを必要とする。不足が

ある場合は受け付けない。 

（A）紙出力の原稿（オリジナル）一式（i.~

x.） 

（B）キーワード（論文誌投稿用）、論文誌投稿者

用原稿チェックリスト 各 2 部：情報処理学会

所定のもの。 

（C）（A）のコピー1 部（i.~x.） 

（D）（A）のコピー2 部（ただし査読用として、ii. 

著者名・所属および vi. 謝辞を除いたもの）。

（LaTeX のときは i.，ii.，iii.-iv.，v.-

vii.-viii.-ix.-x.，vi.がそれぞれ別々に出力

される）。 

（E）次の 6 項目、標題、著者名、所属、著者連

絡先、和文アブストラクト（英語論文の場合は英

文アブストラクト）、（A）～（D）の発送日をプレ

インテキストの電子メールで学会事務局

editt@ipsj.or.jp 宛てに送信する。その際電子

メールの件名（Subject）は次のようにする。 

  新投稿-著者名 

 （例）新投稿-情報太郎 

（2）照会済み原稿を投稿する際は、次の（A）~

（E）を必要とする。不足がある場合は受け付け

ない。 

（A）紙出力の原稿（オリジナル）一式（i.~

x.） 

（B）チェックリスト 1 部：情報処理学会所定の

もの 

（C）（A）のコピー1 部（i.~x.） 

（D）（A）のコピー2 部（ただし査読用として、ii. 

著者名・所属および vi. 謝辞を除いたもの）。

（LaTeX のときは i.，ii.，iii.-iv.，v.-

vii.-viii.-ix.-x.，vi.がそれぞれ別々に出力

される 

（E）回答書 4 部（書式自由。ただし著者名およ

び所属は記入しない。） 

2.8.4 原稿執筆上の一般的注意事項 

（1）専門用語については、簡単な用語解説を添

付することが望ましい。また本文中に使用する記

号には必ず説明をつける。 

（2）参考文献は原則として、雑誌の場合には、

著者、標題、雑誌名、巻、号、ページ、発行年

を、単行本の場合には、著者、書名、ページ数、

発行所、発行年を、この順に記す。次の例を参
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照にされたい。 

 4）山田太郎：偏微分方程式の数値解法，情報処

理，Vol.1, No.1, pp.6~10（1960）. 

 5 ） Feldman, J.and Gries, D.: Translater 

Writing System, Comm. ACM, Vol.11, No.2, 

pp.77-113（1968）. 

 7）大山一夫：電子計算機，p.300，情報出版，

東京（1991）. 

 8 ） Wilkes, M. V: Time Sharing Computer 

Systems, p.200, McDonald, New York（1990）. 

（3）図（モノクロ写真およびカラー写真を含む)

および表には、図 1 および表 1 のような通し番号

と名称を和文と英文でつける。ただし，英文論文

の場合は和文はなくてもよい。英文はその図や表

の内容が本文を参照しなくても理解できるよう配

慮する。 

  LaTeX による場合、図表は、ポストスクリプ

トファイル等を組み込むことも可能。組み込む

ファイルの形式はスタイルファイルの説明を参照

のこと。 

  紙に描いた図表原稿を提出する場合には、

図・表は著者の提出したものをそのまま印刷する

ので、下記要領により、黒インキでトレースする

か、あるいは同等の画質があるものを提出するこ

と。i. 刷上り寸法の 2 倍大にきれいに書き、文字、

記号などは明瞭に記入する。ii. 図・表を入れる

場所は、原稿用紙の欄外に明記すること。iii. 表

はできる限り簡潔に作成し、長い表は、途中を省

略するか、あるいは直接製版できる原稿にする。 

 図・表のできあがり寸法と行数または枚数の換

算は次のとおりである。 

寸法（mm） ワープロ原稿の場合の行数

（24字×26行） 

    A．50×34 6 行 

    B．67×50 13 行 

    C．100×67 26 行 

    D．134×100 39 行 

（4）日本語記事の場合、句読点は全角の"．"およ

び"，"を用いる。 

 LaTeX で使用できるフォントの種類はスタイル

の説明を参照すること。それ以外のフォントを使

用したときには，予期しないできあがりとなるこ

とがある。 

 

以上 



 

ジャーナル IS 特集号の総括と次への期待  

 
神沼靖子 ∗  

情報システム論文特集号編集委員会委員長  
 
 

 情報処理学会論文誌として「情報システム論文」特集号（ 3 月号）を

企画し，１２件の多彩な論文を掲載することができた．このような情報

システムの特集企画は今回が始めてであるが，これにより情報システム

の見方を広く関係者に示すことができたと考える．これを機に，本特集

号が生れるまでの経緯を述べ，情報システム論文に必要な事柄について

考える．よい情報システム論文を関係者が共有するために，情報システ

ム特有の論文採択基準を再認識することも必要であると考える．  
そこで，本報告では，本特集号への投稿論文について分析し，その編

集活動を総括することによって，これからの情報システム関連論文の更

なる発展の一助としたい．  
 
 

Summary report of  journal “Special  Issues on Information 
Systems” and further expectation 

 
by 

Yasuko Kaminuma 
 
Abstract :  

The IPSJ Journal  "Spec ia l  Issues on Information Systems"  
(2005.3)  was  planned,  and 12 various  papers  were  reported.   Though 
i t  was  the  planning which started such spec ia l  i ssue ,  i t  was poss ib le  
to  show the v iewpoint  o f  the  wide information systems.   In  this  
opportunity,  the  history  unti l  i t  produces  this  special  issue  i s  
descr ibed,  and the  matter  necessary  for  the  information systems 
paper  is  considered.   I t  i s  a lso  necessary  to  understand the  
information systems pecul iar  adopt ion leve l  in  order  to  share  the  
good result .  

In  this  report ,  result  o f  analysis  o f  various papers  contr ibuted 
to  this  spec ia l  Issue  is  descr ibed.  
 
 
１．はじめに  

情報システム（ IS）学は実践フィールドをベースとした理論と技術応

                                    
∗  埼玉大学大学院文化科学研究科非常勤教員， part - t ime teacher  in  the  
Saitama Univers i ty  
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用の上に成り立つ学問であり，医学でいうならば臨床医学に相当する．

一方，基礎医学に対応する情報関連学問としては，コンピュータサイエ

ンス（ CS）を上げることができる．基礎医学と臨床医学の成果が相互に

有用であるように， IS 研究と CS 研究の間にも密接な関係がある．つま

り，CS 研究や実践フィールドから得られる知見が IS 研究の発展に貢献

し，それがまた CS 研究の発展に繋がっている．  

要素技術  CS の研究  

IS の研究  
現場の課題  

IS 環境  

技術の適用  

図１  IS 研究フィールド  
 

 
このことは IS 研究の対象からも裏付けられる． IS 研究対象は，研究

方法論や開発方法論などに関する基礎理論，IS の開発や構築などの実践

的な技術応用，IS の運用や利用など現実フィールドにおける調査や分析，

さらには IS 環境における組織・社会・人的視点からの学際的な研究と

いうように多彩で複雑で，また広範にわたっている．  
このように複雑で広範にわたる IS 研究・開発の成果の一部を今回の

特集号として発行することができた．本報告では，論文誌「情報システ

ム論文」特集号（ IPSJ，Vol .46，No.3）に関連して， IS 研究・開発の背

景，IS 論文のあり方や発行の経緯，および本特集号に投稿された論文の

分析結果について総括する．そして，これから IS 論文を書く人のため

に，IS 特有の新規性や有用性についてあらためて確認することにしたい． 
 
２． IS 論文の特集企画と背景  

IS 研究者が求めてきた論文誌「情報システム論文」特集の発行までに

は，先輩達の長年のたゆまぬ努力があった．それは，IS 研究の成果にお

いて，論文が必要とする新規性と有用性を如何に示すかという問題との

取り組みでもあった．  
新しくシステムを開発したというだけでは，論文の新規性を評価でき

ない．また開発したシステムが役に立っているというだけでは，論文の
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有用性を評価できない．論文における新規性や有用性とは，論文の受益

者である読者から評価されるものである．このため，新規性を示すには

既出論文の十分なサーベイが必要であり，類似のものがある場合には，

それらと比較し分析することが必要不可欠である．また有用性の評価で

は，読者の以後の研究に有用な知見を提供できているかという点が重視

される．これらへの対応の不十分さが，IS 論文採択を難しくしてきた要

因であったと考えられる．  
このような問題意識をもって，「情報システムと社会環境」研究会を中

心とした IS 研究者による「 IS 論文のあり方」についての検討が重ねら

れた．特に，最近の数年間は活発な議論がなされてきた．その成果は，

「情報システム論文の書き方と査読基準の提案 （ １ ）」（以下，永田レポー

ト）などにまとめられているが，これが本特集号編集の基本方針ともな

った．永田レポートが出て， 2 年半あまりの普及啓発期間を経てようや

く実現に至った次第である．この意味でも，「情報システム論文」特集号

発行の意義は大きかったといえる．  
 
これまでの IS 論文には，抽象的な理論研究よりもケーススタディの

報告が多かった．それは，新しい要素技術の提供よりも，技術応用の新

しさを主張することに繋がり，査読者から「新しくはない」という疑問

をもたれることも少なくなかった．また，これに反論できる論理の展開

が不十分であったことも見逃せない．  
しかし，いろいろな問題を抱えながらも，IS 特集の企画が提案された．

この提案の賛否についても，論文誌編集委員会で多くの議論がなされた

と聞いている．この特集を推進していただいた委員会にあらためて感謝

したい．結果的には，論文誌編集委員会から投稿論文に関して，「興味深

い内容の論文が多い．さまざまな IS 研究開発がなされていることを知

った．」との評価を得ることができた．しかし，質実ともに IS 論文が独

り立ちできるためには，これかも一層の努力が必要であると考える．  
 
３．投稿論文の分析  

特集号の公募において，「現実の社会環境における適合性や有用性を高

めるための効果的な IS の実現方法， IS の分析・設計・構築・運用およ

び利用に関する開発事例，情報ニーズ，情報・データの管理などの理論

と実際， IS と人間・組織・社会との相互関係など，利用者の視点にたっ

た実証研究や人文・社会科学との学際的分野の研究」という広い範囲が

掲げられた．投稿論文は 45 件であったが，その内容はほぼこの全般囲

にわたっていたとみることができる．  
採択された論文は 12 件であり，したがって採択率は 28％と低かった

が，掲載論文誌をみればその範囲の広さがわかるであろう．採択論文に

見られる研究アプローチには，IS の計画・モデリング・アーキテクチャ・

設計の視点，技術応用や構築手法の視点，情報サービスの統合化や利用・

運用などが含まれている．また IS の対象も，医療，福祉，教育支援，

公共サービス支援，地域コミュニティと多様であった．学際的な研究も

含まれている．  
論文誌の目次を決めるために採択論文を分類して整理したが，その内
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訳は， IS の理論に関する論文が１件， IS の開発と運用に関する論文が

４件，社会・人間系の IS が７件（これらはさらに，情報・データ・知

識の管理に関するもの（３件），地域に特化した IS（２件），組織活動を

支える IS（２件）と分類できる）のようになっている （ ２ ）．  
 
既に述べたように，投稿論文には興味深いテーマが多かったが，採択

率は低かった．さらなる論文誌の企画に向けて，その理由を分析してお

くことが必要であろう．  
論文の採択方針は永田レポートをベースとしており，公募時には，こ

のことに触れ，また特集号編集委員と査読者にも徹底してきた．なお，

査読基準レベルは，通常ジャーナルと同等としている．  
ボーダーラインにありながら採択と不採択とに分かれた主たる理由と

して，論文の完成度を挙げることができる．つまり，「大幅な修正が必要

か， 1 回でクリアできるか」という条件を満たしているか否かが採否を

分けたといえよう．実際，不採択と判定された中には，完成度を高める

ことによって採択に転じると思われる論文もかなり含まれていた．  
特集号は分野に通じた編集委員が採否の判断をするというプラス面が

高いが，修正チャンスは少ないので，十分に自覚して投稿することが必

要である．  
不採択理由について，もう少し具体的に分析しておこう．  

［１］新規性が不明確な論文，あるいはサーベイや比較が不十分な論文

がかなり見受けられた （ ３ ）． IS 論文では，次のような視点で新規性を

示すことができる．  
・  要 素 技 術 ま た は 既 存 技 術 の 組 合 せ や 使 い 方 の 新 し さ を 含 め て 新 規 性

を有しているか．  
・  関連研究，関連システムのサーベイや比較を通して，論文内容の新規

性を具体的に示しているか．  
［２］有用性（有効性）について：学術や技術の発展のために有用な論

文であること，IS 技術者にとっても有用な論文であることなどが明確

に示されていない論文がかなりあった．IS 論文としての有用性は次の

方法で示すことができる．  
・  対象とする IS 環境において考察・評価を行うことで，類似のシステ

ム分析・設計・開発・運用・活用などに取り組む読者にとって役に立

つ知見（導入効果，限界，構築上の留意点等）を示しているか．ただ

し，定量的評価がなじまない場合には，定性的評価を併用してもよい． 
・  ＩＳの有用性に関しては，一定期間の運用を経なければ結論づけるこ

とが難しい場合があるが，これに代わる類似の環境での評価やシミュ

レーションなどで，妥当性を明らかにしているか．  
［３］正確さ（信頼性）については，記述内容が不十分であったり，論

理の展開に飛躍があったり，単なる紹介記事に終始しているなどの理

由で，論文としての論拠が曖昧で信頼性がわかり難いと判断された論

文がかなりあった．対象環境における文脈を正確かつ論理的に記述し

ているかが問われる．  
［４］論文の構成は悪くないが，内容が単なる開発事例報告やカタログ

的な記事に止まっているなど，文章表現上の問題があって，結果とし
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て新規性や有用性を読み取れないものも散見された．  
［５］その他気づいたこととして，次のような例がある．  
・  サーベイをテーマとしていながら収集範囲が片寄っているもの  
・  現実社会と乖離した古い資料の調査だけであるもの  
・  論文名と内容が一致していないもの  
・  論文の目的や論点が曖昧なもの  
・  論理展開に一貫性がないもの  
・  基本事項が未定義のために理解が困難なもの  
・  分析が不十分なもの  
・  表層的な記述しかないもの  
・  仮説に対する検証ができていないもの  
 
 以上が不採択の主な理由であった．  
 
４．よい論文にするために  
 当学会の査読に関するホームページに，不採択理由の例示文があるが，

その中から該当率が高いものをあげると次ようになる．ここで，（）内の

数値は，不採択論文 31 件に対する割合を示している．  
①書き方，論理の進め方などに不明確な点が多く，内容把握が困難で

ある（ 74％）  
②内容に信頼できる根拠が示されていない（ 65％）  
③本学会の学術や技術の発展のための有効性が不明確である（ 35％）  
④本質的な点が公知・既発表のものに含まれており，新規性が不明確

である（ 35％）  
 
不採録の中には，これらのほか，第 1 回判定では条件付採録になりな

がら，最終的に採録条件を満たすことができなかったケース（ 2 件）が

あった．時間的に十分な対応ができなかったこともあろうが，論理の進

め方の問題も大きかったと考えられる．  
採択される論文に仕上げるために，上の①から④に十分注意して論文

を再度見直すことを勧めたい．また，④に関しては，既発表論文に類似

のものがあるか否かについて，注意深くサーベイすることが必要である．

サーベイ対象としては，後に示すような IS 関連の国際的な論文誌も視

野に入れることが必要であろう．また，自らが研究会報告書に発表した

ものであっても，その後の研究の発展や内容の充実の度合いが問われる

ことにも気を配る必要がある．  
 
よい論文を書く早道は，研究のどの部分に注目して論文を構成するか

を十分に検討することである．あれもこれも書こうとするあまり，表層

的な内容になってしまったと思われるものが散見されている．あるいは

得られた知見（結論）の整理に集中するあまり，論文の論拠が曖昧にな

ってしまったと思われるものも少なくない．論文の焦点を明示し，その

範囲で明解な論拠が展開されていれば査読者に解かりやすい．査読者は

「何故そのように考えているのか，その理論の展開は信頼に足るもので

あるか」などに注意をはらいながら読み進んでいくからである．  
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論文のカテゴリを明確にしておくことも理解を容易にするコツであろ

う．カテゴリは論文の書き方に影響するからである．最近の IS 論文に

みられるカテゴリに関して，「実証主義的か解釈主義的か，経験主義的か

非経験主義的か，量的か質的か，横断的か縦断的か複合的か，サーベイ

かケーススタディか，研究室内実験かフィールド実験か」などを分析し

た調査があるが，これも参考になろう （ ４ ）．  
  

最後に，重要なサーベイ対象として欧米における著名な IS ジャーナ

ルをあげておくので参考にしていただきたい．  
・  CACM （ Communication o f  the  Assoc iat ion for  Computing  

Machinery）  
・  db（ The DATA BASE for  Advances in  Information Systems）  
・  EJIS（ European Journal  o f  Information Systems）  
・  JMIS（ Journal  o f  Management Information Systems）  
・  I&M（ Information & Management）  
・  ISJ（ Information Systems Journal）  
・  ISR（ Information Systems Research）  
・  MISQ（ Management Information Systems Quarter ly）  
・  JAIS（ Journal  o f  the  Assoc iat ion for  Information Systems）  
・  ICIS（ Internat ional  Conference  o f  Information Systems）  

このうち ICIS はプロシーディングであるが，上のジャーナルに匹敵

する内容である．  
  
５．おわりに  
 よい IS を構築するためには，優れた情報技術が必要である．新しい

要素技術は時を経ず IS 開発フィールドに適用され，その評価から得ら

れた知見が次の IS 研究にフィードバックされる．こうして基礎的な研

究成果と実践フィールドでの活用は相互にまたサイクリックに関係し合

っている．これが IS の研究と IS 環境の間で終わることなく繰り返され

ている．  
IS の対象は，新しいビジネスモデルの発見から IS の運用環境におけ

る諸問題まで広くにわたっている．しかも，そこにはいろいろな人間活

動が深く関わっている．このことが，IS 研究を一層複雑にしているとい

える．  
一方， IS 構築の先には，顧客がいる． IS 技術者は顧客と協働してい

ろいろな情報システムを創生している．顧客が満足できる IS とは何か，

顧客の要求を満たす IS の質を如何に満たすかを考えて，新しい情報技

術の適用に挑戦している．IS 構築プロジェクトの中心的課題である「品

質の確保，コスト，開発期間」を管理するためにも，技術応用が不可欠

であり，そこでの IS 研究開発の意義も大きい．  
 

最後に，本特集号へ投稿は予想以上に多かったが，その内訳は，IS 研

究会の関係者が１／３，これ以外の情報環境領域関係者が１／３，その

他からが１／３であった．これは，IS 論文への潜在的ニーズの高いこと
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を示すものである．この期待を受け止めて，次の IS 論文の特集号とし

て「新たな適用領域を切り開く情報システム」を企画した．次の特集号

での採択率が向上することを期待する．  
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skaneda@mail.doshisha.ac.jp 

あらまし 

 2006 年 3 月発行で，「新たな適用領域を切り開く情報システム」特集号を発行する

運びとなった．本特集は 2005 年 3 月に発行された「情報システム論文」特集号を引

き継いだ企画であるが，前回同様，多数の論文投稿をいただき，最終的に 11 件の貴

重な成果を刊行することができた．本稿では，情報システム論文についての現在まで

の議論を振り返りながら，今回の特集号を総括する． 

 

Summary Report of “Special Issues on Information Systems 

for New Application Domains” 
 

Shigeo KANEDA (Doshisha University) 

skaneda@mail.doshisha.ac.jp 

Abstract 

 The Information Processing Society of Japan publishes the Journal, “Special Issues on 

Information Systems for New Application Domains.” The special issues have 11 papers 

selected from submitted 30 draft papers. The new special issues continue to the “Special 

Issues on Information Systems,” published on March 2005. This paper looks back the past 

argument on “paper on information systems” and summarizes the “Special Issues on 

Information Systems for New Application Domains.” 

 

１．はじめに 

 2006 年 3 月「新たな適用領域を切り開く情報システム」特集号を発行することとなった．本特

集号は，2005 年 3 月発行の「情報システム論文」特集号に引き続いて発行されるものである． 

情報システムは，わが国情報処理産業に所属する技術者の大半がその本務とする分野である．

したがって，情報システムに関する技術の蓄積・流通は，わが国情報処理産業の発展のためにも，

学会の重要な責務である．しかし，従来，ジャーナル論文を通じた技術の蓄積・流通が必ずしも

活発とは言えない側面があった． 

理由の一つとして，情報システム論文については，「書きにくい」「論文が通りにくい」と言わ

れてきた．情報処理学会・情報システムと社会環境研究会（以下「IS 研究会」）では，慶應大学

（当時）の永田守男の「情報システム論文の書き方と査読基準の提案[1]」を中心に，種々の議論
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が行われてきた．本稿では，これらの議論を振り返りながら，「新たな適用領域を切り開く情報シ

ステム」特集号について簡単な総括としたい． 

 

２．「情報システム論文」査読基準 

 「情報システム」論文の査読基準については，情報処理学会及び電子情報通信学会（情報・シ

ステムソサイエティ）でも議論されて来た．特に情報処理学会側の規定は，永田守男を始めとす

る IS 研究会メンバーの意見が反映した部分があると思われる． 

 

２．１ 学会投稿規程に見る情報システム論文 

電子情報通信学会 

 電子情報通信学会和文論文誌・投稿のしおり（情報・システムソサエティ）によれば，電子情

報通信学会は，「システム論文」とは言わず「システム開発論文」と呼称している．査読基準の冒

頭で，「4.1 項 査読の基準」に以下の記載がある． 

基本的に，次の 3 条件について査読を行う． 

(1) 新規性：投稿の内容に著者の新規性があること．  

(2) 有効性：投稿の内容が学術や産業の発展に役立つものであること．  

(3) 信頼性：投稿の内容が読者から見て信用できるものであること 

これはジャーナル論文の一般的な基本規定である．この中で新規性については，以下のシステム

開発論文に関する記述がある． 

  要素技術の新しい利用方法が（従来のものとの独立性を明確にした上で）提示されている．  

実践的システムへの最新技術の新しい適用例が提示されている 

システム開発経験に関する新しい知見が述べられている．    

以上から「最新技術のシステムへの新しい適用例」「システム開発経験に関する新しい知見」が論

文に該当するとしている． 

ただし，「有効性」に関しては，「実践的システムへ最新技術を適用した場合に，当該技術を適

用したことにより得られた利益が大きかったことが客観的に示されている．」とあり，利益が大き

なことを客観的に証明することを要求している．システム開発論文では，「評価」が要求される． 

 一方，「信頼性」関しては，「システム開発論文では，システム構築の際になされた幾つかの意

思決定のうち，特に重要な部分を採り上げ，そこで下された意思決定が正しく，かつ，その根拠

が説得力のある形で記述されている．」必要性があるとしている．これは，不必要に全体を説明す

る手間を省こうとするものであろう． 

 以上を見ると，システム開発論文については，「最新の要素技術に関する新しい利用法が提示さ

れ，客観的に有効性が証明されること」を要求している．ここで興味深いのは，要素技術に着目

している点であり，後述の情報処理学会が要素技術の組み合わせに視点を当てているのと多少，

ニュアンスが異なる． 

  



情報処理学会 

情報処理学会の「論文査読に対する基本的な考え方」には，電子情報通信学会の投稿のしおり

に書かれたような具体的に情報システム論文のみを対象とする細かい規定はない．査読の基準を

伺えるのは，査読報告書である． 

最も重要である新規性については，「従来提案されていないと判断できる新しいアイデアを提案

しているか、既存アイデアを組み合わせたものでも自明ではない新しい利用法を提案しているか、

あるいは技術的に新しい知見を与えるデータを提示しているか等の観点からご評価下さい。」とあ

る．これは，情報処理学会では，通信学会が規定する要素技術の使い方ではなく，要素の組み合

わせも明確にスコープに捉えている． 

一方，有効性については，「提案手法の有用性が性能評価等により示されているか、または製品

化、あるいは公開された作品、プロダクト等（ソフトウェア、ハードウェア等）で技術的有効性

が客観的に確認されているか、という観点から御評価下さい。」となっている．やはり，システム

の評価は不可欠である． 

 

２．２ 永田論文に見る論文の要件 

 以上の学会投稿規程を全体的に見てみると，情報システム論文としては， 

・ 要素は既存のものでもよいが，新しい利用法を提案している． 

・ 有効性が性能評価等により，客観的に明示されている 

が要求されている．特に，情報処理学会は，明確に「既存アイデアを組み合わせたものでも自明

ではない新しい利用法」と述べ，既存要素の組み合わせが自明でない新しいアイデアであれば認

めている． 

 しかし，上記査読基準を具体的にどのように論文の形にするかというのは別問題である．この

問題については，永田守男が，「情報システム論文の書き方と査読基準の提案 [1]」で論じている．

詳しくは原著論文を参照していただくしかないが，永田は，情報システム論文が備えていなけれ

ばならない要件として，従来の「新規性」「有効性」「信頼性」を不可欠とはしながらも，視点を

「企業や社会にとって意味がある情報システム」に軸足を移すことを提案している1．これは，社

会科学との境界領域に踏み込むものである．後述するように，現状の IS 論文特集号では，この点

は暗黙には共有されながらも，あまり強く認識はされていないように思われる． 

 永田は，「人間，企業，社会が複雑に関係しあう情報システムに関する研究では，新規性，有効

性，信頼性の評価は難しい」としている．そして，何より情報システム論文では，要素技術を単

独で取り出して議論するこができず，「文脈」が必要であるとする．このため，以下の 2 点を指摘

している． 

 

（１） 文脈説明の大変さ：例えば，営業支援システムに関する論文であれば，営業プロセス全体

                                                  
1 永田論文にもある通り，電子情報通信学会のシステム開発論文についての査読基準決定とほぼ

同時期にかかれたものである． 



の説明が必要になる可能性がある．このような文脈を必要最小限度に留めながらも論文読

者である第三者に説明するには工夫が必要である． 

（２） 新規性説明の難しさ：アルゴリズムのようなものであれば，既存のものと簡単に比較でき

る．しかし，既存の技術を統合したシステムであると，工夫や新しさが見え難い． 

ここらは，実際に情報システム論文を書くために示唆に富む指摘である．なお，永田は，新規性，

有効性，信頼性などにも言及しているが，本稿では詳細は省略する． 

 

３．新たな適用領域を切り開く情報システム」特集号を振り返って 

上記のような状況を踏まえて，昨年 2005 年 3 月，情報処理学会として初の「情報システム論文」

特集号が発行された．採録率は 30％程度であった．特集号としてはかなり低めの採録率である．

神沼靖子は，その報告である「ジャーナル IS 特集号と次への期待[2]」の中で，「新規性を示すに

は既出論文の十分なサーベイが必要であり，類似のものがある場合には，それらと比較し分析す

ることが不可欠である．また，有効性の評価では，読者の以後の研究に有用な知見を提供できて

いるかという点が重視される．」とし，「これらへの対応の不十分さが，IS 論文採択を難しくして

きた」として，上記の永田論文は，これに対するひとつの解答であったとしている． 

 この第 1 回の特集号では，基本的に「永田論文が特集号編集の基本方針」としているが，結果

としては，返戻された論文の中で，書き方が不明確なもの 74%，内容に信頼できる根拠が示され

ていないもの 65%となり，「第三者に説明するには工夫が必要である」とする永田の主張が反映さ

れていない論文が多いことをうかがわせた．つまり，著者が永田論文を読んでいないか，あるい

は，読んでいてもどのように書いてよいか分からない，投稿までにその時間が無かったものと思

われる． 

 このような状況の中で，第 2 回目の情報システム論文特集号「新たな適用領域を切り開く情報

システム」が企画された．本特集号では，「現実の社会環境における適合性や有用性を高めるため，

効果的な情報システムの実現方法に関する研究成果を広く募ることとした。」と謳っている．この

文言を見ても，永田の主張する情報システム論文の方向付けは継承されていることが分かる． 

投稿された論文は，要素技術からビジネスアプリケーションまで多岐にわたり，社会科学との

境界に位置する内容も含まれていた．特に，個人情報保護の視点を持つ論文が多数あったことは，

極めて特徴的であった． 結果的には，投稿論文数 30 件（当初は 31 件であったが，1 件は分野外

として処置）に対して 11 件採録である．この採択率約 30%は，第 1 回の特集号とほぼ同等である．

昨年度と同等数を掲載できたことから，情報システム論文への関心が高いことを再確認できた． 

採録された論文は，「社会・人間系の情報システム」，「情報システムと社会」「コンテンツ処理」

の３分野に整理した．人間・社会系の情報システム分野は７件と最も採録数が多かった分野であ

るが，特に今回は，個人情報保護の視点をもつ論文が 3 件あったことが特徴的である．更に，企

業内で利用することを目的とする論文が 2 件と，ユビキタス技術に関係した論文が２件ある．一

方，情報システムと社会分野の論文は 2 件であり，いずれも社会科学と工学の境界に属するもの

であった．社会科学系学会に流れがちなこの種の論文が投稿されていることは望ましい．最後に，



コンテンツ処理分野の論文は 2 件である． 

 

４．編集プロセスにおける課題 

 以上のように，第 2 回情報システム論文特集号は成功裏に発行を迎えようとしている．しかし，

あえて指摘すれば課題が無かったわけではない．昨年度の第 1 回 IS 論文特集号の総括でも指摘さ

れていたことであるが，論文の書き方の問題はそのまま残っている．具体的には， 

①扱っているテーマはみな興味深いものの「情報システム開発事例報告」にとどまっている論

文が少なくなく、情報システム論文として具備すべき新規性や有用性が不明 

②新規性や有用性は有していても、論文記述の信頼性や分かり易さに関して不十分 

の２点に集約される。「著者が永田論文を読んでいないか，あるいは，読んでいてもどのように書

いてよいか分からない，投稿までにその時間が無かった」が大幅に改善されたようには，この採

択率を見る限り，感じられない． 

この問題については，今回別の側面が指摘された．以下，具体的に示す． 

 

条件付採録の条件提示の難しさ 

査読側の問題であるが，アルゴリズムや理論とは異なり，情報システム論文では，有効性や新

規性を，その要素技術のみを取り出して論じることが難しい．永田論文にある「文脈」の問題で

ある．一方，論文へのコメントは，ある特定の箇所への指摘として記述される．即ち，一般的に

言って、条件付き採録の条件であれ、返戻のコメントであれ、『評価が十分ではない』『何ページ

の何行目の〇〇は意味が不祥』『何ページの何行目の××は△△に修正すべき』といった 対症療

法的なコメントをすることが多い。しかし、このような対症療法的コメントでは、著者がこちら

の意図を十分には理解できないように思われたケ－スがあった。 

しかし，だからと言って，あいまいな全般的記述をすればよいわけでもない．たとえば、『カタ

ログのような記述であり、このままでは採録できない』と言っても、著者は具体的にどんな風に

すれば、学問的一般性や学会員の参考に資するものとなるかを理解することはできない。具体的

に細かく指示すれば、そもそも誰が著者か判らなくなってしまう。そのような記述内容を直接に

指示するようなコメントを査読者・メタレビュアが指示すべきとも思えない。また、事例報告に

すぎず、学問的な深みがない論文も散見された。このような論文にいかにコメントしてゆくかは

今後の大きな課題である。 

 

より広い範囲への展開 

編集委員会審議の過程で，ある委員がマイケル・Ａ・クスマノが CACM の 2005 年 7 月号に掲載

した論文について言及をされた．日本の情報システム産業がバグの発生率などで米国の情報シス

テム産業に勝りながら，なぜビジネスでは不利な立場にいるのかとの指摘である．このような情

報システム産業やビジネスモデルについての議論に関するる論文を奨励すべきとのご発言であっ

たと理解している．日本の情報システム産業が下請け的産業から抜け出せず，結果として，情報



系の大学卒業生が，情報システム産業を嫌うような傾向さえ出始めていることは，情報処理学会，

電子情報処理学会情報システムソサエティでも問題視されていることは周知のとおりである．従

来のシステム開発論文のみではなくて，この種の経営論や社会科学との境界領域にあるような論

文も次々と投稿されるような環境をぜひ作ってゆきたいものである． 

 

５．終わりに 

 今回，２回目の情報システム関連の特集号を実現することができた．また，2006 年 5 月を締め

切りとして，第 3 回の情報システム論文特集号の募集が始まっている．報処理学会論文誌「情報

社会の基礎を築く情報システム」特集である．2006 年度は 3 回目となるが，情報システム分野の

研究を活発化するためにも，ぜひとも 2007 年 3 月発行の第 3 回特集号も成功させて，日本の情報

処理研究の中で，この特集号シリーズを定着させていただきたいと念じている． 

また，論文の書き方について参考となる資料としては，永田論文，神沼論文を IS 研究会の Web

サイトにも掲示して，著者が読めるように配慮しており，論文募集時にもこれら論文を読むこと

を強く推奨して頂いている．しかし，著者が具体的にどう書けばよいかが分からないままに提出

している側面がある．特集号の編集審議の中で，多くの委員の方から，何らかのチュートリアル

を行うべきとのご意見が出された．重要なご意見と感じられる．また，情報システム論文として

優れた事例を（コメント付きで）研究会の Web サイトに何種類か掲載することも効果的かもしれ

ない．論文投稿後に、いくらメタレビュアにシステム論文のガイドラインを配布しても、すでに

論文原稿が投稿されているので、論文の中味自体が変ることはない。 

 最後になりましたが，本特集号を出版する上でご協力いただいた特集号編集委員，タイトなス

ケジュールの中で丁寧・公平に査読をしていただいた査読者各位，論文配送をはじめ適切な支援

をしていただいた学会担当者の方々に感謝の意を表します． 
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論文誌「情報社会の基礎を築く情報システム」特集号の総括 
 

辻 秀一（東海大学） 
情報社会の基礎を築く情報システム特集号編集委員長 

 

 
概要：情報処理学会論文誌として「情報社会の基礎を築く情報システム」特集号が 2007

年 3 月に発行されることとなった。本特集号は既発行の特集号 2005 年 3 月「情報システ

ム論文」特集号、および 2006 年 3 月「新たな適応領域を切り開く情報システム」特集号

を引き継いだ企画であり、多数の論文投稿をいただき招待論文を含めて 7 件の優秀な論文

を掲載することができた。本報告では、本特集号への投稿論文について分析し、その編集

活動を総括することによって、これからの情報システム関連論文の発展の一助としたい。 

 

Summary Report of the “Special Issue on Information Systems for Bases of 
Information Society” 

 

Hidekazu Tsuji (Tokai University) 
 

Abstract: The IPSJ publishes the Journal “Special Issues on Information Systems for 

Bases of Information Society”. The special issues have 7 papers with an invited paper. 

The new special issues continue to the “Special Issues on Information Systems” 

published on March 2005 and the “Special Issues on Information Systems for New 

Application Domain” on March 2006. In this report, result of analysis of various papers 

contributed  to this special issues is described. 

 
１．はじめに 

 本特集号「情報社会の基礎を築く情報システム」は、既発行 2005 年 3 月「情報システ

ム論文」特集号[1],[2]、および 2006 年 3 月「新たな適用領域を切り開く情報システム」

特集号[3],[4]に引き続き、2007 年 3 月に発行されることとなった。 

初めての 2005 年 3 月特集号において「実社会の情報システムを扱う論文は，情報シス

テムが置かれる組織や社会活動などの文脈との関係を分析・記述することが不可欠であり，

理工学的研究を基軸とする本学会論文誌よりも，人文・社会科学との学際研究を指向する
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他の情報系学会に査読付き論文の投稿が流出する傾向があった」という問題意識があった。

これを踏まえてこれまで 2 回の特集号が企画され、情報システムに関する広い範囲の多数

の論文が掲載・公開され、情報システム分野に興味を持つ会員読者に有益な情報提供がな

されてきたものと考えている。しかしながら、本学会への情報システム論文の投稿が未だ

定着しているとはいえず、多数の情報システム論文が本学会へ投稿・掲載される形を定着

させる趣旨で、本特集号が企画された。 

 本特集号では、情報化の進展に伴い現実の社会環境における適合性や有用性を高めるた

めの効果的な情報システムの実現方法に関する研究成果を広く募ることとした。このため、

情報システムの分析・設計・構築・運用と利用、情報化ニーズ、情報・データの管理など

の理論と実際、情報システムと人間・組織・社会との相互関係、現実の情報システム開発

事例、情報システム構築手法の研究のみならず、利用者の視点にたった実証研究や人文・

社会科学との学際的分野などを対象範囲とする論文を広く採用する方針とした。また、論

文募集に当たっては、情報システム論文の基本的な考え方として「情報システム論文の書

き方と査読基準の提案（永田守男、情報システムと社会環境 77-4、2001 年 6 月）」[5]を

参照することとした。 

 
２．情報システム論文の査読基準 

 情報システム論文の査読基準については、上記永田論文に基本的な考え方が整理されて

いるが、ここで情報処理学会の論文査読基準と共にその概略を簡単に述べて整理する。 

（１）情報処理学会の論文査読基準 

・新規性：従来提案されていないと判断できる新しいアイデアを提案しているか、既存ア

イデアを組み合わせたものでも自明ではない新しい利用法を提案しているか、あるいは技

術的に新しい知見を与えるデータを提示しているか等の観点から御評価下さい。 

・有用性：提案手法の有用性が性能評価等により示されているか、または製品化、あるい

は公開された作品、プロダクト等（ソフトウェア、ハードウェア等）で技術的有効性が客

観的に確認されているか、という観点から御評価下さい。 

・正確さ、構成と読みやすさ：省略 

（２）永田論文における論文査読基準 

・人間、企業、社会が複雑に関係しあう情報システムに関する研究では、新規性、有効性、

信頼性の評価は難しい。また、具体的な情報システムを取り上げたり、実際的なシステム

を作るための方法を論じる場合に、それが使われるべき文脈を明らかにする必要がある。 

・新規性：新たな研究として発表するからには、新規性を含むことは必須条件である。た

だし、情報システム論文では要素技術としての新規性は必ずしも要求しない。ここでは、

既存の要素技術の組み合わせや使い方の新しさも含むものとする。こうした論文では、関

連するシステムや要素技術のサーベイ、それらと当該研究との比較を論文に詳しく記述す
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る必要がある。 

・有効性：情報システム論文では、この部分が最も重要である。有効性は、情報システム

が使われる社会あるいは企業活動の文脈のもとで十分に検討し、論理的にかつ理解しやす

く記述する必要がある。従来の要素技術の論文に比べて、理論的あるいは定量的な評価に

よって有効性を示すことは困難なことが多いが、こうしたことを指向する姿勢は持つべき

である。 

・信頼性：信頼性には、研究内容そのものの信頼性と論文記述の信頼性の二つがある。前

者については、要素技術の論文に比べて客観的な説明が難しいが、情報システムまたはそ

の開発手法が使われる文脈との関係を正確かつ論理的に説明するように努めるべきである。

後者の論文の記述の信頼性は、論理的で正確な日本語（または英語）で論文を書くことで

ある。 

 
３．投稿論文の分析 

 本特集では、投稿数は 19 件で採録数は 6 件であった。投稿数は予想より下回ったが、6

件の優秀な論文を採録することができ、後述の招待論文 1 件を含めて 7 件の論文を掲載し

た特集号として発行することとなった。採録された論文の専門性は、情報システムのモデ

リング・アーキテクチャや、設計・開発・構築などの応用技術や構築手法の研究、さらに

はプロジェクト管理テーマまで広範囲にわたっていた。これらの論文における研究対象は、

農業、社会の安全、教育・学習支援、地域コミュニティと多彩であり、期待していた情報

システムと人間・組織・社会との相互関係、現実の情報システム開発事例、人文・社会科

学との学際的分野などを広くカバーしていたと考えている。 

 本特集での採択率は 6／19＝31％であった。これまでの経緯を見ると採録数と採択率は、

2004 年度は 12 件、28％、2005 年度は 11 件、35％となっており、残念ながら採択率が目

標の 5 割に到達するのは難しい状況である。これらの論文査読においては、要素技術の組

合せや使い方の新しさを含む研究の新規性、情報システムが使われる社会あるいは企業活

動の文脈のもとでの有効性と会員に対する有用性、研究そのものの信頼性と論文記述の信

頼性について、積極的に評価するように努めた。しかし、論文としての構成や論旨の進め

方、評価のまとめ方などに不十分な箇所があったことで不採録となった論文も見受けられ

た。これらが要因となって目標としていた採録率に至らなかったと考えている。 

 このような採択率低迷のこれまでの原因を分析して論文の質を高めるための指針を整理

し、これらの原因と指針をより広く理解してもらうために、編集委員メンバーであり 2005

年度特集号の編集委員長でもあった神沼靖子氏にまとめていただき、招待論文「情報シス

テム論文の特質と評価」として掲載することとした。また、採択された論文は、「情報シス

テムの開発と運用」、「社会・人間系の情報システム」に分けて整理した。情報システムの

開発と運用では 3 件あり、テーマはプロジェクトマネージャ育成支援、サーバアクセス手

 - 3 -



法と評価、オープンソースの再利用によるソフトウェア開発である。また、社会・人間系

の情報システムでは、農産物のトレーサビリティ支援システム、地震災害時活動支援シス

テム、属性認証システムがテーマである。 

 
４．おわりに 

 3 年連続して特集号を企画したが、本特集号においても当初のねらい通り、情報システ

ムの分析・設計・構築・運用と利用から、理論と実践的開発事例、さらには情報システム

と人間・組織・社会との相互関係などにわたる広範な対象範囲の論文を採録することがで

きたのではないかと考えている。 

採択率の低かったことの主たる要因として、情報システム論文の書き方についての指導

が不足していることがあるが、この対策として、上記の招待論文の内容の周知を図るとと

もに、チュートリアルやセミナーなどの啓蒙活動を予定している。他方、情報システムの

領域は学際的な分野であることに加えて、基礎技術や社会環境の変化に伴って常に新たな

課題を提供する分野でもあるので、同分野での特集号は大変有意義であり、今後も企画し

ていきたいと考えている。 
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教育特集号の総括 

中森 眞理雄（東京農工大学） 

1 はじめに 
教育の実施に要する時間と比べると教育の評価に要する時間は人間の一生に匹敵する程に長

い（教育の最終評価は教育を受けた人が死んだときに定まる）が，教育の評価を一生かけて行

うのでは，教育を論ずることはできない．人間の学習能力は個人差が大きいが，教育の効果の

大小をすべて個人差に帰着するのでは，教育を論ずることはできない．人間を隔離・幽閉して

教育するわけにはいかないから教育の実施には外乱が避けられないが，すべてを外乱に帰着す

るのでは，教育を論ずることはできない． 
短い時間で，多様な学習者を対象に，長期的・普遍的観点から教育を論ずるのが，教育の理

論である（一般に，比較的短い時間・比較的少数の事例から普遍的結論を導くのが理論である）．

「情報」教育の論文は，情報科学の観点から教育の方法を論ずるもの，教育学の観点から情報

科学・情報技術の教育方法を論ずるものの両極端があり，その中間に，各種教育の「情報化」

を論ずるもの，「情報」教育のカリキュラム・教材・システム環境を論ずるもの，広範囲の教育

の情報化を論ずるもの，教育行政の理念を論ずるもの，個別事例や実践例を報告するものなど

があり，多種多様である． 
このような「情報」教育の分野では論文が書きにくいと一般に言われてきた．「コンピュータ

と教育」研究会は，「情報」教育に関するサマーセミナーSSS などを通じて論文の質の向上に

努めてきた．しかし，書かれていないことを質疑応答で補うことができる口頭発表と，書かれ

たものしか説明手段がない論文誌とでは，論文の評価基準は異なるものである．情報処理学会

論文誌は，2007 年 8 月号において，教育特集（以下，「今回の特集」と呼ぶ）を組んだ．これ

は「情報」教育を論文誌として集中的に取り上げた初めての試みである． 
今回の特集では，情報教育の情報科学・工学的・教育学的見地からの抽象・設計・評価，初

等中等高等教育・企業教育などの情報教育における目標・方法論・理論・実践例・評価とその

手法，情報教育教材，各種教育支援ツール，e-Learning，CMS，LMS，情報教育の評価手法な

どに関して，対象範囲を広くして，論文を募集した． 
投稿された論文は，学校（初等・中等・高等）教育から企業まで多岐にわたり，内容も多彩

であった． 
投稿論文数は 49 編あり，採録された論文は 8 編であった．採択率の低かった主な理由とし

て，サーベイや評価の不十分さ，信頼できる根拠や議論の進め方の不明確さなどがあるが，口

頭発表と論文誌の違いが十分に理解されていないことが大きい（SSS での発表に対する質疑応

答を反映していない投稿論文が多かった．さらに言えば，シンポジウムでは集客力の大きな論

文が採択されるのであり，論文誌とは採録の基準が異なるものである）． 
以下では，「情報」教育論文の特徴を述べ，今回の特集への投稿論文に見られる傾向とその改

善方向を述べることにする．なお，同様の問題点を抱えている分野として「情報システム」が
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ある．情報システム論文の向上を目指した活動は CE 研より数年先行しているので，その検討

経過を参考にしながら述べることにする． 

2 「情報」教育論文の特徴 
「情報」教育の論文が書きにくいと言われる理由に，既発表の論文があまり多くないことが

挙げられる．すなわち，「お手本」が少ない．裏を返せば，論文発表が多い既存の分野は，論文

のテンプレートが出来上がっているのである．多数の COBOL プログラマを抱えて困った企業

が多いことから類推するならば，論文のテンプレートが存在して論文の書きやすい分野が，今

後も発展を続け多くの研究者を輩出する分野であり続けると言えるであろうか．我々は，論文

の生産性が高く研究の生産性が低い分野を目指すべきではない（逆に，論文の生産性は必ずし

も高くはないが，研究の生産性が著しく高い分野として，例えば，数学が挙げられる）． 
「情報」教育の論文が書きにくいと言われるもう一つの理由に，要素技術に関する論文でな

い論文の査読基準が分かりにくいことが挙げられる（これには，査読者への査読基準の周知が

不可欠であり，論文誌編集委員会でも絶えず研究していかなければならない課題である）．教育

は総合的な行為であり，その行為を貫く方法論が論文の主張となっていることが多い．そのよ

うな論文を，要素技術に関する論文のような伝統的な基準で査読されると，採録されないとい

うことが起る．なお，教育の分野でも要素技術に関する研究はあり，そのような論文も，もち

ろん歓迎すべきである．しかし，査読されやすい論文を執筆しようとするあまり，教育者が要

素技術に関する研究しかしない事態が生ずると，「木を見て森を見ず」という結果を招く．これ

は，教育の自殺である． 
「情報」教育の論文は，日常の「業務」（主に学校の）に密接に関連していることが多い．そ

れに由来する制約として，教育の現場では，あまり奇抜なことや極端なことはできない．例え

ば，新しい教育方法の背後にある理論が極めて斬新で極端であっても，それを実践するときは，

穏やかに，害がないように行わなければならない．そのため，その実践から得られた理論的な

結論が妥当なものであるかの検証は困難なことが多い．すなわち，「新規性」，「有効性」，「信頼

性」の保証が難しい． 
論文誌というものの存在理由という観点から考えるならば，論文誌の掲載基準の最も基本的

な原則は「読者に有益であること」である．「新規性」，「有効性」，「信頼性」は「有益性」の裏

づけに過ぎない．以下に，有益性の観点から，「情報」教育における論文の新規性，有効性，信

頼性について述べる． 

(1) 新規性 
 新たに世に問う論文であるからには，何らかの意味での新規性が必須であることに疑問はな

いであろう．もちろん，前述のとおり，要素技術としての新規性はなくても，その要素技術を

教育に適用したことが新しい場合や，適用のしかたが新しい場合は，新規性があると認められ

る．いずれにしても，新規性の主張は著者の責任であり，先行研究の調査は不可欠である．今

回の特集の論文で不採録となった投稿論文には，新規性の主張が十分でないものが多かった． 
 なお，「本当に先行研究がない場合，存在しないことを証明するのは困難である」という意見



があるが（これは，一面ではもっともな意見であるが），調査した範囲を明示すればよいことで

ある． 

(2) 有効性 
 これは，教育の論文でもっとも重要な点である．学習者の理解が進んだことを調べるために

学力試験をするのは，しばしば用いられる方法である．その他，（あまり見かけないが）課題提

出までの所要時間の変化，大学のコンピュータのログイン回数の変化，等々，工夫が望まれる．

しばしば用いられるのは被験者に対するアンケート調査であるが，客観性の点で疑問がある（今

回の特集でも多かった）． 
 調査には，集団としての調査（例えば，クラス全体の平均点がどのように変化したか，など）

の他に，個人毎の追跡調査（新しい教育方法を実施する前と後の変化を個人毎に調べる，など）

の両方がある．前者と後者では，結論が異なることもあるが，どちらが正しいということはで

きない．研究の目的によって使い分けるべきである． 
 教育効果の調査に関して統計的仮説検定の手法を用いた論文も多い（今回の特集でも，その

ような論文は多かった）．統計的仮説検定は極めて客観性の高い有効な手法であるが，どのよう

なモデルの下でどのような仮説を立てて検定したのかが重要である．製造業における品質管理

では正規分布が広く用いられているが，そこで用いられている各種統計表をそのまま用いるの

が良いかどうかは慎重な検討を要する．前提となる分布が正規分布でないことがあるからであ

る．特に，被験者に対する 5 段階アンケート調査の結果にカイ 2 乗検定を行うという論文には

疑問を感じざるを得ない．できれば，想定した分布に対する統計的検定方法を自分で編み出し

てもらいたいものである（これは，それほど難しいことではない）． 
その論文以外の方法との比較も必要である．先行研究がないのなら，著者自身が比較対象の

方法を自分で考え出して実施するのもよい．比較がないのでは，有効性を読者に納得させるこ

とはできない（今回の特集で不採録となった投稿論文には，そのようなものが多かった）． 
調査である以上，被験者はある程度の人数が必要であり，実施する調査も複数のテーマで行

う必要がある．教育現場の制約から，それが難しい場合もある．例えば，ある教育方法を小学

校で実験してみる場合，それに使える時間は 1 年間に 1 コマの授業内だけということもある．

その中で多様なテーマで実験するなら，複数のクラス・学校で短時間ずつ行う（すなわち，1
つの学校で全部の実験を行うのでなく）などの工夫が考えられる． 
有効性の主張については，情報システムの論文に関してもいろいろ議論されたところである

が，幸い，教育の分野で有効性を論ずるのは情報システムの分野より（手法が知られていると

いう意味で）やりやすい． 
執筆も査読も難しいのは，教育の実践を行う前の「理念」の提案を主な内容とする論文であ

る．モデルカリキュラムの提案なども，広い意味では，このような理念の論文に含まれる．こ

のような｢理念｣の提案を主な内容とする論文では，先行研究を網羅的に調べ，公知となってい

る事実を基に演繹的にしっかりした論理を展開することが必要である．今回の特集で不採録と

なった投稿論文には，理念の提案では査読基準を満たさないと著者が判断して自主規制したの



か，不十分な実験のまま有効性を主張したものがあった． 

(3) 信頼性 
教育の分野では，研究の有効性と信頼性は区分できないことが多いが，ここでは，一応，論

文の記述の信頼性に限定して述べる． 
およそ，科学（人文科学・社会科学も含む）を標榜する論文では，他の研究者が追試できる

だけの情報が開示されていることが不可欠である．この情報がない論文は「神様のお告げ」の

ようなものであり，価値は認められない．今回の特集で不採録となった投稿論文には，追試で

きるだけの十分な情報の開示を伴わないものが多かった．特に，実施報告を主要な内容とする

論文の場合，追試のための情報がないのは致命的な欠陥である． 
今回の特集で不採録となった投稿論文には，非公開データ（個人のプライバシーを含むもの

など）を用いたものがあった．このような投稿論文の扱いは今後も編集委員会で問題となると

思われる．そのデータを入手した手段が正当であれば，その経過を述べることは不可能だろう

か．そのデータ自体は非公開であっても，どのような方法で作られたデータであるかを述べる

ことは不可能だろうか．著者の側に工夫が求められる点である． 

以上に述べた新規性，有効性，信頼性だけでは価値が判断できない論文として，サーベイ論

文がある．サーベイ論文も執筆・査読が難しい．サーベイ論文は網羅性が重要である（網羅性

が新規性，有効性，信頼性になると考えてよい）．最終的な価値基準は，「読者に有益である」

ことであり，「著者に有益である」ことではないことを忘れないでほしい． 

3 研究を始める前に考えるべきこと 
今回の特集への投稿論文全体を眺めて，「研究が終ってから書いた」という印象を受ける論文

が少なくなかった．研究は，論文執筆を視野に入れて，論文に必要なデータを取得しながら進

めるという方法を勧めたい．論文を執筆していて，「あのデータを採っておけば良かった」と悔

むことは多いものである．これが要素技術の論文であれば，データの採り直しは容易なことも

多いが，教育の実践に基づく総合的な論文では難しい．今回の特集への投稿論文で不採録とな

ったものの中には，「短期間でデータを補充することは不可能」（すなわち，「条件つき採録にし

ても，期限内に条件を満たすことは無理であろう」）と判断されたものが多い．研究の開始時に

並行して論文の構想を練っていれば，必要なデータを採取しながら進められたはずであり，惜

しいことである． 
増山元三郎著「デタラメの世界」には次の記述がある． 
「これまで統計学は実験の後始末の学問と考えられて来たので，私も実験の済んだ今日初めて呼

び出されたのですが，推測統計学では，調査の前に，実験の計画から始めます．」 

 「今回の調査では，予め実験計画法的な割りつけを行なっていないので，どの段階でどれくらい

ズレを生じているのか統計解析で求めることはできません．どうか今後は調査の後ではなく前に統

計学者を招いて頂きたいと思います．」 
この主張は，「情報」教育にも通用する．研究・調査の前に計画（どのようなデータを採るか



ということ）を十分に検討したいものである． 

4 終わりに 
今回の特集を振り返りながら，「情報」教育の論文の質の向上に役立ちそうなことを述べた．

これを機会に，「情報」教育論文への関心がさらに高まることを期待したい． 
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[2] 神沼靖子，“情報システム論文の特質と評価”，情報処理学会論文誌，48, 970-975 (2007).  
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論文作成における課題（要望事項を中心に展開） 

 

 はじめに、ジャーナル論文と研究発表会の予稿集論文との違いについて明らかにしてお

くことが必要であろう。皆さんは、「予稿集を読んだときには殆ど記憶に残らなかったが、

その発表を聞いたら素晴らしい研究であることが解かった」というような経験を一度や二

度は持っているであろう。つまり、予稿集論文の場合は、口頭発表でその内容を補完でき

るチャンスがあるということである。 

一方、ジャーナル投稿論文の場合には、それだけで完結しなければならない。このため、

第三者（査読者や読者）がその論文から新規性や有用性や信頼性を容易に読み取れるよう

に、正確に論理的にしかも明瞭に記述することが必要になる。 

 現実には、研究発表会で好評であった論文を投稿したが、不採録となったというケース

が少なくない。研究発表会の論文とジャーナルの論文とでは、質の違いがあることを認識

すべきであろう。査読者は必ずしも研究発表会に参加している訳ではない。 

 このような状況のもと、ジャーナルにおける情報システム論文をいかに作成すればよい

かについて考えることにしよう。 

 

課題１：評価・考察の仕方 

評価・考察を記述していない論文が散見される。たとえば、自らの考えを一方的に主

張するだけで、その考え方の妥当性や信頼性に関して論理的に記述していない論文は、

信頼性が低いと判断される。あるいは、既存の方法論を採用し、データやその文脈にお

いて新たな知見が得られていないような論文は新規性が低いと判断される。また、他所

と似たシステムを組織内で始めて構築したというだけでは、新規性や有効性または有用

性は評価されない。 

論文の新規性、有効性または有用性、信頼性に関する評価方法には、次の視点がある。 

（１） 新規性：IS 論文では、要素技術の新規性にこだわらず、要素技術の組み合

わせや使い方の新規性も含めている。この場合、関連する要素技術につい

て調査し、当該研究との関係や比較を詳述することが必要である。 

（２） 有効性／有用性：情報システムが使われる社会や組織の活動における文脈

において、論理的にしかも分かり易く記述することが必要である。客観性

を示すことが困難な場合には、調査・考察、仮説設定、グラウンデッドセ

オリーなど社会科学的なアプローチや評価方法が参考になる。 

（３） 信頼性：研究内容の信頼性と論文記述の信頼性の両方があるが、いずれに

おいても正確で論理的な記述が必要である。たとえば、従来方法と提案方

法の違いを明確に説明し、提案方法に関する実証実験を行い、その実験方

法の妥当性や採取したデータの有効性について論拠を示すとよい。評価や

考察も論理的に記述する必要がある。 
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課題２：事例研究を論文にする方法 
（１）よく見受ける「××システムの構築」の論文例（事例１） 

   
悪い展開例 

アブストラクト：Web 環境で××システムを構築した。 

 １．はじめに： 

業務内容や運用環境について説明した。 

Web の発展について述べた。 

論文の展開に直接関係ない先行研究や世の中の動きについて例を

示した。 

２．基本ルール 

 具体的な作業ルールを説明した。 

 ３．システム設計 

 利用環境のコンピュータハードとソフトを説明した。 

 作成したシステムのファイル名を用いてシステム構成を述べた。 

 作成したシステムの画面を表示しながら使い方を説明した。 

 ４．運用 

 複数の利用者から使い勝手について感想を聞き、それを記述した。 

５．まとめ 

 評価として、省力化ができたこと、便利になったことを述べた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 （２）事例１の問題点と工夫 

[問題点] 

・ システムを開発したという説明に終始しており、新規性が不明である。 

・ モデリングやアルゴリズムの展開などはなく、読者に有用な情報が殆どない。 

・ 当該システムの開発に直接関係のない先行研究や動向を取り上げて、ただ紹介

しているにすぎない（○○論文で××と述べている）。 

・ 論文というよりもシステムの使い方の説明である（このケースが非常に多い）。 

・ 同様なシステムが他の多くの組織で既に開発されている。 

・ 客観的な評価や考察がなされていない。あるいは、主観的に感想を述べている。 

 

   事例研究には、このような論文が多い。単に組織において有用であるというレ

ベルでは、論文にならない。また、ユーザマニュアルではないので、システムの

操作説明は不要である。 
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 [工夫すること] 

・ 事例研究の論文化に当たっては、問題を抽象化するとよい。 

・ 多くの読者にとって有用な概念モデルや開発アプローチに関する新たな工夫

などを提案できるとよい。 

・ 既存の要素技術を組み合わせて活用する場合には、どこに新たな発想があるの

かについて述べ、それが問題解決に有効であるという論拠を示すとよい。 

・ 既存の方法（先行研究）との比較において、提案する方法が、どの点でのよう

に優れているかを客観的に示せるとよい。 

・ 先行研究の追試であるならば、異なる状況での実証実験をし、その結果を客観

的に評価・考察するとよい。 

・ 新たな方法を提案をする場合には、第三者が追試できるような手順やアルゴリ

ズム等を明示するとよい。 

 

  事例研究の論文化を考える場合には、研究の流れのみに注目するのではなく、

視点を変えて、何が見えるか考えてみたい。たとえば、業務プロセスや業務デー

タを分析することによって、視点の異なる要素技術との関係に気づくかもしれな

い（課題４参照）。 

 

課題３：有用性を高める工夫 

システムの有用性ではなく、論文の有用性が問われる。既存の方法論の組み合

わせであっても、それを使ってどのように効果的にモデリングができるのかなど

の視点から、現行環境の概念モデルを示すことができれば、有用性を高めること

ができる。また、現行環境の分析によって概念プロセスの改善ができれば、有用

性を高めることができる。 

あるいは、採取が非常に困難でかつ多面的な利用が可能なデータを提供するこ

とができれば、それも有用性を高めることに繋がる（この際、データの信頼性を

論理的に示すことは必須）。 

 

課題４：新規性を高める工夫 

情報システムの研究は、情報システムの開発、運用、管理、活用、教育などに

関するテーマをはじめ、情報システムの基礎となるさまざまな学問分野と深く関

係している。たとえば、情報システムを取り巻く参照領域（心理学、行動科学、

人間工学、管理工学、言語論、システム論、情報論、人工知能など）、社会的・経

済的・法的・政策的な環境、組織文化・組織行動・組織の機能や業務の特性など

の組織的環境、あるいは情報技術や情報通信技術などと複合的に関わっている。 

情報システムはこのように多面性を有しているため、対面している問題環境に
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おいていろいろな側面から分析し、また複合的に捉えて新規性を高めることが可

能である。 

研究途上で執筆する論文では（多くの論文がこれに該当するが）、今後の課題や

方向性を明確にし、その実現可能性を示しておくとよい。さらに、これらを集大

成する論文では、研究過程において発表してきた論文との関係やその位置づけを

示すことで、新規性を明らかにすることができる。 

 

課題５：実務データを抽象化する方法 
  どのような仮説のもとにデータを採取したか（採取の目的と条件）、何時データ

を採取したか（時代的な背景とその文脈）、どのような環境でデータを採取したか

（環境における文脈）、採取したデータの規模と母集団との関係などによって、得

られたデータ集合の特性は異なる。また、前提条件に基づく意図的なデータ採取

か、無作為なデータ抽出か、アンケート調査で得たデータかなど、データ収集方

法によっても抽象化の仕方が異なる。 
実務データの収集には、更にいろいろな背景があるので、最初にその状況分析

が必要であろう。ときには、蓄積しているデータそのものが複合的な様相を示し

ているかもしれない。それらを的確に分析することによって、真のデータ特性を

知ることができよう。 
 （具体的な事例の提示があれば、助言は可能である。） 
 
課題６：分かり易い論文の構成（事例２） 

  ここでは、一般的な論文構成について示すが、具体的な事例の提示があれば、その対

応も可能である。 

----------- 

［表題］ 和文と英文で書く（本文と一致する表現であることが重要）。 

［和文および英文のアブストラクト］ 査読者は概要を読んで何を如何に解決した論文で

あるのかを判断し、本文の査読に入る。このため、概要と本文の内容とが一致するこ

とが極めて重要である。新規性や有用性に関しても触れておくと良い。 

［本文］ 

  序論：研究の背景（先行研究を含める）や目的、その論文の章立てについて明記する。 

  本論：読者に分かり易い論文構成となるように、章や節の立て方を工夫する。その際、

章や節によって論文の目的が揺れ動くことの無いように、また章や節の間で論旨

の矛盾が無いように注意しよう（研究目的と論文の目的とが一致するとは限らな

い）。また、同じ内容を複数の章節で再三記述する必要が生じるようならば、論文

構成に問題がると考えるべきであろう。 

先行研究と自分の主張を明確に区別することが重要である（自分の発言を区別
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しない曖昧な表現は評価が低いので要注意）。 

評価・考察：成果について、客観的に評価し考察する。 

  結論：今後の課題も明確に示す。 

［参考文献］ 研究テーマと関係する文献は漏れの無いように調査して引用する（ただし、

基礎知識を獲得するために利用したテキストなどは含めない）。 

---------- 

 
課題７：その他 
（１）先行研究の調べ方 

調査対象として、情報処理学会、電子情報通信学会、経営情報学会、情報シス

テム学会、その他参照領域のジャーナルや研究報告などがある。ジャーナルの省

略記法については、情報処理学会の Web に公開されているものが参考になる。 
情報システム関連の論文が数多く採録されている国際的な論文誌としては、次

のようなものがある。 
CACM（Communication of the Association for Computing Machinery） 
db（The DATA BASE for Advances in Information Systems） 
EJIS（European Journal of Information Systems） 
JMIS（Journal of Management Information Systems） 
I&M（Information & Management） 
ISJ（Information Systems Journal） 
ISR（Information Systems Research） 
MISQ（Management Information Systems Quarterly） 
JAIS（Journal of the Association for Information Systems） 
ICIS（International Conference of Information Systems） 

 
（２）理解し難い文章の例（事例３） 

その１：本研究は、本提案システムが真に有効活用され、情報共有という点で、

有効な機能を実現することを目的としている。 ← 表現が不明瞭である 
その２：利用者やシステムの管理体制を強化することは、システムの提供者への

負担や責任範囲を増大させることとなるため、システム自体やサービスの拡

大への意欲を削ぐこととなり、サービスの縮小や中止へと後退してしまう場

合さえある。 ← 構文に問題があり、理解し難い 
その３：その尺度は、ユビキタスネットワーク社会で流通し活用される情報の技

術的な管理システムと制度的な権利の制限との新たな均衡を与える尺度を見

出すものになる。 ← 主語と結語の関係に問題があり、理解し難い 
その４：それは、携帯電話やパソコンなどに組み込んでいるプログラムソフトは、
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製品の開発スピードが速く、速さに伴ってスピードとコスト、プログラムの

開発戦略とプレゼンテーションである。 ← 構文に問題がある 
その５：社会がシステム的、技術的なものに対する異質な行為への作用とし、世

の中のハイテク化こそ根本的な負担軽減の構造としくみであり、この構造と

しくみによって存在が可能になった。 ← 文意を汲み取れない 
 
    その他、関連する自らの報告書からカット＆ペーストをしたことによって、文

意が曖昧になる例が少なくないので、推敲時には文章表現にも注意を払う必要が

ある（外国語の文献を直訳しただけの文意不明の文章も散見されるので要注意）。 
 
 



キーワード（論文誌投稿用） 

1988 年 7 月改訂 

1994 年 3 月改訂 

1995 年 1 月改訂 

2000 年 3 月改訂 

2002 年 1 月改訂 

2003 年 12 月改訂 

2006 年 6 月改訂 

 

［投稿者の皆様へ］ 

（1）あなたが投稿する原稿の内容に最も関係の深い小項目（1 つ）に◎印、関係する小項目（複数個も可）に◯印

を付けてください。 

（2）担当グループは投稿者のご希望に添えない場合もありますので、ご了承ください。 

［編集委員・査読委員の皆様へ］ 

（1）あなたのご専門の分野に最も関係の深い小項目（1つ）に◎印、関係する小項目（複数個も可）に◯印を付け

てください。 

 

大項目（担当グループ） 中項目 小項目 

201 01 情報数学 01 グラフ理論 

      02 組合せ理論 

      03 符号理論 

      04 オペレーションズリサーチ 

      05 確率・統計 

      06 記号論理（形式論理） 

      07 非線形力学 

      08 複雑系数学（カオスとフラクタル等） 

      09 情報理論 

      10 その他 

  02 アルゴリズム理論 01 グラフアルゴリズム 

      02 データ構造 

      03 並列・分散アルゴリズム 

      04 確率的アルゴリズム 

      05 近似アルゴリズム 

      06 計算幾何学 

      07 発見的アルゴリズム（メタ・ヒューリ
スティックス、ニューラルネット、遺

伝アルゴリズム等） 
      08 数値計算と数値解析 

      09 数式処理 

      10 その他 

  03 計算理論 01 オートマトン・形式言語理論 

      02 計算可能性の理論 

  

基礎理論（基盤） 

［証明付きの理論に関するも

の］ 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      03 計算複雑性の理論 
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      04 計算論的学習理論 

      05 新しい計算パラダイム（量子計算や分
子計算） 

      06 その他 

  04 プログラムの理論 01 計算モデル 

      02 意味論 

      03 プログラム変換・合成 

  05 論理 01 非標準論理（非単調論理、ファジイ推

論、不確実性処理等） 

      02 定理自動証明 

      03 推論メカニズム 

      04 論理設計理論 

  06 その他の基礎理論 01 知識獲得と発見科学 

      02 理解・識別論 

      03 分散・協調 AI 

  

  

  

  

    04 その他 

202 計算機アーキテクチャとハード

ウェア（基盤） 

01 計算機アーキテクチャ 01 プロセッサアーキテクチャ（スーパー

スカラ、VLIW、マルチスレッド、投機

実行、分岐予測、シングルチップマル

チプロセッサ、ベクトルプロセッサ、

マルチメディア支援等） 

        02 メモリアーキテクチャ（キャッシュメ

モリ、共有メモリ、分散共有メモリ、

DRAM 混載、仮想記憶、プリフェッチ、

データ転送コントローラ、共有レジス

タ、インターリーブ等） 

        03 I/O アーキテクチャ 

        04 特定用途向けアーキテクチャ（シグナ

ルプロセッサ、グラフィックプロセッ

サ、ネットワークプロセッサ等） 

        05 その他 

    02 並列・分散処理技術 01 並列アーキテクチャ（マルチプロセッ

サ、相互結合網、プロセッサアレイ、

SIMD 等） 

        02 分散アーキテクチャ（クラスタコンピ

ューティング、グローバルコンピュー

ティング等） 

        03 並列化コンパイラ 

        04 負荷分散、スケジューリング 

        05 並列化拡張言語（OpenMP、MPI 等） 

        06 性能チューニング、性能評価（PAPI） 

        07 その他 

    03 アーキテクチャとソフトウェア

の協調技術 

01 OS／コンパイラ／言語に対するアーキ

テクチャ支援（同期、スケジューリン

グ、データ転送等に対するサポート） 

        02 アーキテクチャのためのソフトウェア

最適化（ソフトウェアによるレジスタ

最適化、プリフェッチ、キャッシュ最

適化等） 

        03 アーキテクチャ・エミュレーション 

        04 オブジェクトコード・トランスレーシ
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ョン 

        05 その他 

    04 イノベーティブ計算方式 01 量子コンピューティング 

        02 DNA コンピューティング 

        03 バイオコンピューティング 

        04 リコンフィギュアラブルコンピューテ

ィング 

        05 その他 

    05 計算機システム化技術 01 実装技術 

        02 高信頼化技術 

        03 低消費電力化技術 

        04 リアルタイム処理技術 

        05 システムオンチップ 

        06 その他 

    06 設計技術と設計自動化 01 設計環境 

        02 記述言語 

        03 論理合成 

        04 配置配線 

        05 設計検証 

        06 テストパタン生成 

        07 ハードウェア・ソフトウェア・コデザ

イン 

        08 その他 

    07 論理回路とデバイス 01 論理設計理論 

        02 非同期回路 

        03 論理デバイス 

        04 高速デバイス 

        05 メモリデバイス 

        06 FPGA 

        07 多値論理 

        08 その他 

    08 各種計算機応用 01 各種計算機応用 

203 01 プログラミング言語の設計 01 従来言語の改良、拡張、融合 

      02 汎用アルゴリズム記述言語 

      03 アプリケーションに特化した言語 

      04 教育用および初心者用言語 

      05 メタ言語 

      06 言語の普遍原理、構成要素 

      07 その他 

  02 プログラミング言語の実装技術 01 コンパイラ 

     02 インタプリタ 

      03 ローダとリンカ 

  

プログラミング（基盤） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      04 実行時システム 
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      05 メモリ管理 

      06 組込システム向け実装技術 

      07 並列分散システム向け実装技術 

      08 その他 

  03 プログラミング環境・支援系 01 デバッグ支援 

      02 モニタリング、プロファイリング 

      03 ソフトウェア可視化 

      04 統合環境 

      05 ライブラリ、フレームワーク 

      06 その他 

  01 ソフトウェアパターン 

  02 自然言語プログラミング 

  03 証明・検証つきプログラミング 

  04 非デスクトップ環境でのプログラミン

グ 

  05 プログラムの検証・解析 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

04 

  

  

  

  

  

プログラミング方法論とパラダ

イム 

  

  

  

  

  

06 その他 

204 01 カーネル設計・構成論 

  02 分散システム設計・構成論 

  03 並列システム設計・構成論 

  04 広域ネットワークシステム設計・構成

論 

  05 マルチメディアシステム設計・構成論 

  06 連続メディアシステム設計・構成論 

  07 システム開発環境設計・構成論 

  

01 

  

  

  

  

  

  

  

システムソフトウェア設計・構成

論 

  

  

  

  

  

  

  

08 その他 

  02 01 セキュリティ 

    02 リアルタイム 

    03 耐故障性 

    04 可用性 

    05 適用性 

    06 拡張性 

    

オペレーティングシステム機能

実装論 

  

  

  

  

  

  

07 その他 

  03 システムソフトウェア要素技術 01 スケジューリング 

      02 プロセス管理 

      03 記憶管理 

  

オペレーティングシステム（基

盤） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    04 ファイルシステム 

        05 I/O 管理 

        06 通信管理 

        07 ネットワークプロトコル 

        08 デバイスドライバ 

        09 マルチプロセッサ 
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        10 その他 

    04 組み込みシステム技術 01 モバイル 

        02 ウェアラブル 

        03 情報家電 

        04 アプライアンスサーバ 

        05 その他 

205 ソフトウェア工学（基盤） 01 要求工学 01 要求獲得 

        02 要求分析 

        03 要求定義 

        04 その他 

    02 分析・設計技法 01 分析・設計方法論 

        02 オブジェクト指向分析・設計 

        03 再利用技術 

        04 ソフトウェアアーキテクチャ 

        05 ソフトウェアパターン 

        06 コンポーネント技術 

        07 フレームワーク技術 

        08 プロダクトライン 

        09 リアルタイムシステム設計 

        10 リアクティブシステム設計 

        11 方法論工学 

        12 その他 

    03 形式的手法 01 仕様記述モデル・言語 

        02 形式的手法の適用 

        03 その他 

    04 テスト技法・保守技術 01 テスト工程 

        02 テストデータ・テストスイート 

        03 プログラム解析・理解 

        04 その他 

    05 システム評価・管理技術 01 システムメトリクス・見積り 

        02 プログラムメトリクス 

        03 品質評価・管理 

        04 工程・進捗管理 

        05 構成・版管理 

        06 その他 

    06 開発支援環境・自動化技術 01 自動生成技術 

        02 シミュレーション技術 

        03 モデル化支援 

        04 管理支援（構成管理、プロジェクト管

理など） 

        05 作業支援（コミュニケーション支援も

含む） 

        06 設計情報表現・設計情報交換 
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        07 その他 

    07 ソフトウェアプロセス 01 プロセスのモデル化と記述 

        02 プロセスのモニタリングと制御 

        03 プロセス改善 

        04 その他 

    08 システム運用技術 01 システムの運用，利用 

        02 システムの保守 

        03 その他 

206 データベース（基盤） 01 01 概念モデル 

      02 データモデル 

      03 データベース操作と言語 

      04 一貫性制約 

      05 データベース設計 

      06 質問・トランザクション処理 

      07 信頼性・障害時回復・安全性 

      08 クラスタリング・インデキシング 

      09 複製管理 

      

データモデルとデータベース設

計 

  

  

  

  

 

   

  

  

10 その他 

    02 データベースシステム 01 並列・分散・マルチデータベース 

        02 主記憶データベース 

        03 アクティブデータベース 

        04 モバイル・コンピューティングとデー

タベース 

        05 マルチメディアデータベース 

        06 履歴データベース・版管理 

        07 地理データベース・空間データ管理 

        08 時間・時相データ管理 

        09 放送型情報システム 

        10 情報資源管理とリポジトリ 

        11 データウェアハウス・OLAP 

        12 その他 

01 計算科学と数値シミュレーショ

ンの理論と実践 

01 離散数学とアルゴリズム（計算量、計

算幾何学を含む） 

    02 メディアとネットワークのアルゴリズ

ム（自然言語、圧縮、暗号を含む） 

    03 離散最適化とヒューリスティクス（学

習理論を含む） 

    04 並列・分散処理アルゴリズム 

    05 シミュレーション・応用計算のアルゴ

リズム（チューニング、並列化を含む） 

    06 シミュレーション・応用計算のハード

ウェア構成 

    07 シミュレーション・応用計算の実装と

評価 

    08 その他 

207 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ハイパフォーマンスコンピュー

ティング（基盤） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  
02 数値計算アルゴリズム 01 近似と離散化 
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    02 線形計算 

    03 非線形方程式と最適化 

    04 常・偏微分方程式の解法（FFT、積分変

換を含む） 

    05 解析と統計（微分、積分、乱数、モン

テカルロ法） 

    06 代数方程式の解法 

    07 性能評価と高性能化（チューニング、

並列化を含む） 

    08 数値計算ライブラリとベンチマークデ

ータセット 

    09 その他 

03 高性能計算機アーキテクチャ 01 プロセッサアーキテクチャ 

    02 メモリアーキテクチャ 

    03 計算機接続ネットワーク 

    04 I/O システム 

    05 クラスタシステム 

    06 その他 

04 並列処理ソフトウェア 01 並列オペレーティングシステム 

    02 クラスタソフトウェア 

    03 並列プログラミングインタフェース 

    04 並列処理ランタイムシステム 

    05 並列化コンパイラ 

    06 並列処理支援ツール 

    07 その他 

05 HPC 利用技術 01 計算結果可視化 

    02 運用システム 

    03 その他 

06 性能評価技術 01 並列処理性能モデリング 

    02 ベンチマークと性能測定手法 

    03 性能とトレースの分析手法（可視化を

含む） 

    04 計算・通信時間のモデリング 

    05 実行時間予測とその応用（シミュレー

ションを含む） 

    06 性能指標（LINPACK、Spec、計算量、ス

ケーラビリティ等） 

    07 性能保証と実時間処理 

    08 その他 

01 セキュリティとユーザ管理 

02 スケジューリングと資源管理 

03 メタコンピューティングシステム 

04 広域分散プログラミングモデルとミド

ルウェア 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

07 

  

  

広域分散計算システム 

  

  

  

05 広域分散大規模データ処理技術 
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06 広域分散処理アプリケーションと事例     

07 その他 

208 組み込みシステム（基盤） 01 アーキテクチャ 01 システムアーキテクチャ 

        02 コアプロセッサ 

        03 DSP 

        04 IP コア 

        05 演算回路 

        06 ソフトウェアアーキテクチャ 

        07 低消費電力アーキテクチャ 

        08 並列化コンパイラ 

        09 負荷分散、スケジューリング 

        10 並列化拡張言語（OpenMP、MPI 等） 

        11 性能チューニング、性能評価（PAPI） 

        12 その他 

    02 設計手法 01 開発プロセス 

        02 設計手法 

        03 システム記述言語 

        04 HW-SW コデザイン 

        05 HW-SW 分割 

        06 組込ソフトウェア開発手法 

        07 設計プラットフォーム 

        08 その他 

    03 開発環境 01 開発環境／開発ツール 

        02 EDA ツール 

        03 コンパイラ 

        04 CASE ツール 

        05 シミュレーション環境 

        06 ラピッドプロトタイピング環境 

        07 その他 

    04 検証／テストとデバッグ 01 検証／テスト手法と環境 

        02 デバッグ手法／デバッグツール 

        03 コベリフィケーション 

        04 コシミュレーション 

        05 テスト容易化設計 

        06 安全性と信頼性 

        07 その他 

    05 OS とネットワーク 01 組込 OS 

        02 リアルタイム OS 

        03 ミドルウェア 

        04 ネットワークとの接続 

        05 通信機構と標準化 

        06 その他 
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    06 開発事例 01 開発事例 

        02 応用事例 

        03 新しい応用分野への適用 

        04 性能評価 

        05 その他 

209 01 データベース 01 塩基配列 

      02 ゲノム 

      03 タンパク質 

      04 相互作用 

      05 プロテオーム 

      06 生物資源 

      07 生態 

      08 統合 

      09 その他 

  02 配列解析 01 相同性検索 

      02 多重整列（ラインメント） 

      03 遺伝子領域予測 

      04 制御領域予測 

      05 局在予測 

      06 構造予測 

      07 機能予測 

      08 その他 

  03 ゲノム解析 01 比較ゲノム 

      02 遺伝子発現 

      03 遺伝子ネットワーク 

      04 多型情報 

      05 医療 

      06 その他 

  04 モデリング 01 細胞 

      02 発生 

      03 代謝 

      04 免疫 

      05 脳・神経系 

      06 進化 

      07 その他 

  05 情報科学への応用 01 遺伝的アルゴリズム 

      02 人工生命 

      03 DNA コンピューティング 

  

バイオインフォマティクス（基

盤） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    04 その他 

210 01 ネットワークアーキテクチャ 01 高速・広帯域通信方式 

      02 LAN/WAN 

  

ネットワーク・インターネット

基礎（ネットワーク） 

  

      03 ブロードバンドインターネット 
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      04 クライアントサーバ 

      05 ディレクトリ 

      06 ルータ・スィッチ 

      07 マルチメディア符号化 

      08 アクティブネットワーク 

      09 その他 

  02 ネットワークプロトコル 01 データ通信プロトコル 

      02 経路制御プロトコル 

      03 資源予約プロトコル 

      04 マルチキャスト通信 

      05 マルチメディア通信プロトコル 

      06 分散協調プロトコル 

      07 プロトコル設計 

      08 プロトコル検証 

      09 プロトコル高速処理 

      10 その他 

  03 分散処理 01 同期制御 

      02 排他制御 

      03 分散資源管理 

      04 分散アルゴリズム 

      05 負荷分散とマイグレーション 

      06 その他 

  04 分散システム運用・管理 01 Internet/LAN 運用管理技術 

      02 セキュリティ／危機管理 

      03 障害管理 

      04 トラフィック解析／管理 

      05 分散システム構築運用技術 

      06 次世代通信技術 

      07 その他 

  05 無線・モバイルネットワーク 01 モバイルコンピューティング環境 

      02 携帯端末 

      03 セキュリティ 

      04 モバイルネットワークアーキテクチャ 

      05 アドホックネットワーク 

      06 モバイルネットワークプロトコル 

      07 モバイルネットワーク管理運用 

      08 無線 LAN 

      09 衛星通信 

      10 パーソナルコミュニケーションネット

ワーク 

      11 その他 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

06 ネットワーク品質・制御 01 トラフィック理論 
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      02 トラフィック制御・解析 

      03 QoS 

      04 資源予約 

      05 高品質ネットワーク 

      06 ネットワークシミュレーション 

      07 ネットワーク性能解析 

  

 

    08 その他 

211 01 ネットワークサービス基礎 01 電子メール 

      02 WWW 

      03 インスタントメッセージとプレゼンス

サービス 

      04 ネットワークサービスインフラ 

      05 インフォミディアリシステム技術 

      06 その他 

  02 ネットワークサービス 01 Web サーチエンジン 

      02 E-コマース 

      03 社会／行政サービス 

  

ネットワーク・インターネット

応用（ネットワーク） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    04 遠隔教育サービス／Web ベーストレー

ニング 

        05 ネットワークエンタテイメント 

        06 WWW のデザイン 

        07 WWW の応用サービス 

        08 ホームネットワーク 

        09 放送サービス 

        10 その他 

    03 01 位置情報サービス 

      02 モバイルエージェント 

      03 モバイルアプリケーション 

      04 ユビキタスコンピューティング 

      05 ウェアラブルコンピューティング 

      

モバイルコンピューティング 

  

  

  

  

  

06 その他 

    04 ITS 01 交通管理 

        02 運転支援 

        03 画像処理 

        04 通信方式 

        05 ネットワーク技術 

        06 情報提供・地図情報 

        07 インターモダリティ 

        08 アプリケーション 

        09 その他 

    05 ミドルウェア 01 ミドルウェア構成法 

        02 クライアントサーバ 

        03 分散オブジェクト 
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        04 ネットワークミドルウェア 

        05 その他 

    06 分散システム運用・管理 01 Internet/LAN 運用管理技術 

        02 障害管理 

        03 トラフィック解析／管理 

        04 分散システム構築運用技術 

        05 その他 

212 セキュリティ（ネットワーク） 01 セキュリティ基盤技術 01 共通鍵暗号 

        02 公開鍵暗号 

        03 暗号用ハッシュ関数・乱数 

        04 量子暗号 

        05 情報ハイディング 

        06 秘密分散 

        07 デジタル署名 

        08 その他 

    02 ネットワークセキュリティ 01 コンピュータウィルス 

        02 ファイアウォール 

        03 セキュリティプロトコル 

        04 侵入検出・検知 

        05 アクセス制御・認証 

        06 鍵配送・管理 

        07 その他 

    03 セキュリティと社会 01 電子公証 

        02 電子政府 

        03 電子投票・入札 

        04 電子商取引 

        05 情報通信倫理 

        06 ソフトウェア保護 

        07 著作権保護 

        08 その他 

    04 危機管理とリスク管理 01 リスク分析・評価 

        02 意思決定・戦略 

        03 システム評価・監査 

        04 不正・異常検出 

        05 災害対策・管理 

        06 その他 

    05 信頼性 01 信頼性・保全性理論 

        02 信頼性・安全性評価 

        03 信頼度設計 

        04 故障診断・故障解析 

        05 フォールトトレランス 

        06 その他 
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213 知能と認知（知能） 01 知識処理 01 知識表現 

        02 機械学習 

        03 探索と推論 

        04 ニューラルネット 

        05 ファジー理論 

        06 進化的計算 

        07 複雑系 

        08 知識発見 

        09 知識ベース 

        10 分散・協調 AI 

        11 その他 

    02 認知科学 01 思考モデル 

        02 知覚 

        03 分散認知 

        04 学習過程 

        05 コミュニケーション 

        06 その他 

    03 知識コミュニティ 01 情報と知識の管理 

        02 マルチエージェント 

        03 相互理解 

        04 仮想コミュニティ 

        05 その他 

    04 応用分野・領域 01 データマイニング 

        02 テキストマイニング 

        03 感性情報 

        04 ロボット 

        05 ゲーム 

        06 エジュテイメント 

        07 その他 

214 01 自然言語 01 言語解析 

      02 意味処理 

      03 文脈／談話処理 

      04 コーパス／言語資源 

      05 辞書／語彙意味 

      06 機械翻訳 

      07 テキスト処理 

      08 その他 

  02 音声言語 01 音声分析・符号化・強調 

      02 音声認識・理解 

      03 音声合成・テキスト音声変換 

      04 音声対話・翻訳 

  

言語メディア処理と情報コンテ

ンツ（知能） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

      05 話者・言語識別 
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      06 言語モデル・音声言語コーパス 

      07 その他 

  03 情報検索 01 文書・全文・マルチメディア情報検索 

      02 情報の分類・組織化と視覚化 

      03 ベンチマーク・テストコレクション 

      04 シソーラス・辞書／用語・情報概念体

系 

      05 その他 

  04 Web インテリジェンス 01 Web 検索 

      02 パーソナライゼーション・ナビゲーシ

ョン 

      03 利用者・コミュニティ分析 

      04 Web マイニング 

      05 その他 

  05 コンテンツ処理 01 構造化文書記述と文書データベース 

      02 複合メディアコンテンツの記述・創

作・編集・管理 

      03 情報抽出・要約・再構成 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    04 その他 

215 01 音楽情報 01 音響分析・合成 

      02 電子楽器・演奏インタフェース 

      03 統合的音楽システム・音楽利用支援シ

ステム 

      04 音楽情報の表現・音楽記述言語 

      05 楽譜処理（認識・生成） 

      06 音楽分析・音楽認知 

      07 作曲・編曲（アルゴリズミック作曲、

自動作曲） 

      08 自動演奏／伴奏／合奏 

      09 音楽データベース、音楽情報検索 

      10 他メディアとの融合（マルチメディア

としての音楽） 

      11 音楽における感性情報処理 

      12 その他 

  02 画像情報 01 画像補整・幾何補正・画像推定 

      02 画像特徴抽出 

      03 画像分類 

      04 画像符号化 

      05 画像認識・理解 

      06 動画像認識・理解 

      07 アクティブビジョン 

      08 3 次元形状・反射特性推定・計測 

      09 その他 

  03 コンピュータグラフィックス 01 情報可視化 

  

視聴覚メディア処理（情報シス

テム） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    02 形状モデリング 
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      03 CAD 

      04 画像生成 

      05 仮想／人工／拡張現実 

      06 アニメーション 

      07 応用システム 

      08 その他 

  04 複数モダリティ 01 メディア変換 

      02 統合 

      03 その他 

  

 

05 身体情報・物理世界への働きかけ 01 身体情報・物理世界への働きかけ 

216 01 01 感性情報処理 

    02 インタフェースデザイン 

    03 ユーザモデル 

    04 ユーザビリティ 

    05 メディアアート 

    06 認知モデル 

    

ヒューマンインタフェース基礎 

  

  

  

  

  

  

07 その他 

  02 01 グラフィカルユーザインタフェース 

    02 パーセプチュアルユーザインタフェー

ス 

    03 入出力デバイス 

    04 協調インタフェース 

    05 マルチモーダルインタフェース 

    06 携帯端末インタフェース 

    07 没入型インタフェース 

    08 ウェアラブルコンピューティング 

    09 タンジブルコンピューティング 

    

ユーザインタフェースとインタ

ラクティブシステム 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

10 その他 

  03 知的創造作業支援 01 創造性/発想支援 

      02 学習支援 

      03 設計／デザイン支援 

      04 オーサリング支援 

      05 創作支援 

      06 その他 

  04 01 協調基礎 

    02 コミュニケーション支援 

    03 協調作業支援 

    04 グループ意思決定支援 

    05 グループ発想支援 

    06 協同学習支援 

  

インタラクション（情報システ

ム） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

グループインタラクション支援

とグループウェア 

  

  

  

  

  

  

  

  
07 会議支援 
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    08 組織知とナレッジマネージメント 

    09 ビジネスプロセスとワークフロー 

    10 グループウェアフレームワーク 

    11 モバイルグループウェア 

    12 電子メール応用システム 

    13 情報共有システム 

    14 共有仮想環境 

  

 

  

  

  

  

  

  

  

15 その他 

217 01 教育 01 情報教育 

      02 情報技術者教育 

      03 教師教育 

      04 障害者教育 

      05 教育支援 

      06 教育の設計、測定、評価 

      07 教材開発 

      08 学習 

      09 その他 

  02 学習支援 01 チュータリングシステム 

      02 語学学習（CALL） 

      03 協調学習 

      04 遠隔学習 

      05 生涯学習 

      06 学習支援モデル 

      07 その他 

  03 医療・福祉支援 01 医療・福祉支援 

  04 社会活動支援 01 組織活動支援 

      02 コミュニティ支援 

      03 ユニバーサルデザイン 

  

情報と人文・社会科学（情報シ

ステム） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

    04 電子政府 

        05 ネットワークコミュニティの理論とモ

デリング 

        06 コミュニティ形成支援システムの開発

と運用 

        07 その他 

    05 社会・人間系の情報システム 01 情報、データ、知識の管理 

        02 情報ニーズ 

        03 社会基盤としての情報システム 

        04 地域情報システム、環境情報システム 

        05 組織活動を支える情報システム（経営

システム、非営利活動） 

        06 個人を支える情報システム（情報サー

ビス、自己責任、倫理と法等） 

        07 エンドユーザコンピューティング 

        08 情報と情報技術 
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        09 組織の変革と情報技術 

        10 アプリケーションフレームワーク 

        11 情報システムの社会や企業への適用 

        12 e ビジネス 

        13 その他 

    06 情報システムと社会 01 情報システムの個人、組織、社会との

関わり 

        02 情報システムと法、倫理 

        03 情報システム技術者の専門性 

        04 リスク管理と情報システム 

        05 その他 

    07 人文科学への応用   01 モデル構成 

        02 数値処理 

        03 テキスト分析 

        04 イメージ処理 

        05 デジタルアーカイブ 

        06 メタデータ 

        07 復元と再構成 

        08 博物館・美術館・図書館 

        09 芸術 

        10 その他 

    08 倫理と法制 01 標準化（国際化、地域化） 

        02 情報倫理 

        03 知的所有権 

        04 その他 

 
・ キーワード表にとらわれず、投稿内容を表すキーワードを書いてください。 
 
（1）              （2）                （3） 
 
（4）              （5）                 



論文誌投稿者用原稿チェックリスト 
2006 年 6 月改訂 

必要事項を記入，選択すること 

投稿種目 

 論文 

 （ 一般 ・ 推薦 ・ 特集：特集名                     ） 

 テクニカルノート 

 （ 一般 ・ 推薦 ・ 特集：特集名                     ） 

 誌上討論 

DC-DPO の選択 
（英文のみ） 

IPSJ Digital Courier Digital Publishing Only(DC-DPO)を選択する場合のみ下の□に 

「レ」を記入してください. 

※ 英文論文（テクニカルノートを含む）のみの適用となります．DC-DPO 限定の特集号を 

除き特集号には適用されません. 各特集号の論文募集案内でご確認ください． 

投稿後の選択変更はいたしかねます. DC-DPO についての詳細は原稿執筆案内でご確認ください. 

論文の性格  

和文標題  

英文標題  

原稿    枚 

図    枚 

表    枚 

アブストラクト   枚 

刷上予定枚数    枚 

項  目 検 討 内 容 自己判定欄 

第 3 者（著者以外の人）が目を通しているか はい，いいえ 

和文標題は内容を適切に表現しているか はい，いいえ 

英文標題は内容を適切に表現し，英語としても適切か はい，いいえ 

標題抄録等 

アブストラクトは主旨を適切に表現し，英文も適切か はい，いいえ 

在来研究との関連，研究の動機，ねらい等が明確に説明されているか はい，いいえ 

既発表の論文等との間に重複はないか はい，いいえ 

章，節のたて方，全体の構成等は適切か はい，いいえ 

説明に冗長な点，逆に簡単すぎる点はないか はい，いいえ 

説明に飛躍した点はないか，仮説等の説明は十分か はい，いいえ 

記号・略号等は周知のものか，用語は適切か，図・表の説明は適当か 
（本文中および各図表のキャプション） 

はい，いいえ 

科学技術論文として不適当な表現や，分かりにくい表現はないか はい，いいえ 

本  文 

結論が明確に記されており，範囲，限界，問題点などの指摘が適切で，内容に
そったものであるか 

はい，いいえ 

図表自体は十分に明確であるか，誤りはないか はい，いいえ 

十分に鮮明か はい，いいえ 図  表 

大きさ，縮尺の指定は適切か はい，いいえ 

文  献 適切な文献が引用されており，その数も適切か はい，いいえ 

創意の程度（最高を 5とした 5 段階評価）  

資料価値，読者にとって有益な情報の量（最高を 5 とした 5 段階評価）  総合評価 

興味を持つ読者の多少（非常に多い場合 5，ほとんどないとき 1）  

 

 




